
第7章　中国市場で事業を展開する小売企業

本章では､中国市場において事業を展開する小売企業の事例について考察

する｡中国市場で事業展開をしている小売企業の代表的な国内企業では､百

聯集団､欧米の代表的な外資系小売企業として最も早く進出したカルフール､

日本最大の小売企業として比較的海外進出に意欲的なイオン､地方中堅総合

スーパーにもかかわらず､中国地方政府の要請により進出した平和堂､さら

には中国家電小売企業では,最大である蘇寧雲商集団(旧蘇寧電器集団)傘

下にある家電量販店のラオックスの業態多様化の狙いと特徴について検討

する｡

本章において､政府の行政介入,消費需要の変化､市場競争などの影響と､

それぞれの小売企業が有する経営資源や組織能力との関係を考察しながら､

業態の多様化する仕組みを明らかにしてみたい｡

7. 1　中国市場における小売企業の発展状況

中国市場においては､小売企業間の焼烈な競争が繰り広げられている｡

1992年の経済改革･開放政策の実施により､外資系小売企業は中国市場へ

の参入規制が緩和され､特に1995年フランスのカルフールが中国市場の進

出を契機に､本格的に進出を果たした｡ 2001年に中国のWTO加盟に伴い,

参入規制が大幅に緩和され､外資系小売企業がさらに出店スピードを加速し

た｡

また､ WTO加盟をきっかけに､国内小売企業は外資系小売企業の刺激を受

け､転換期を迎えるようになった｡外資系小売企業に対抗できる規模の構築
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が課題となり､同時に国内小売企業としての質の向上を実現するために､政

府主導により国有企業間のM&Aが積極的に行われ､グループ化されるように

なった｡国有のみならず､民営小売企業も特定地域において､特化した業態

をドミナント戦略で展開する事例もよく見られるようになった｡

中国チェーン経営協会が2013年に発表した中国上位小売企業100社のラ

ンキングからみると(付録3を参照)､上位100の中で､外資系小売企業は

19社ランクインし､他の81社は国有小売企業と民営小売企業で占められて

いるo総合スーパーおよびスーパーマーケットを主要業態に展開する百聯集

団の聯華超市､華潤万家は国内資本であり､食品･日用品などを主要な品揃

えとする業態の中で上位を占めている｡また台湾資本の大潤発､アメリカの

ウォルマート､フランスのカルフールは海外資本として上位10位以内にあ

る｡さらに､福建省を拠点とする永輝超市,北京を拠点とする物美のような

国内小売企業に続いて､メトロ､テスコ､ロッテマートなどのような外資系

小売企業がひしめいている｡日系小売企業としてランクインしているのは

62位のイオンと65位のイトーヨーカ堂であるo

上位100社においては､外資系小売企業の売上高は総売上高の24.8%も占

めており,2011年の23.7%より上昇している｡国内小売企業は総合スーパー､

スーパーマーケット,百貨店を中心に展開しているのに対して､外資系小売

企業の多くは総合スーパーを主要業態に展開しているo

また国内外小売企業を問わず､多くの企業が積極的に複数業態への出店を

行うようになっているo例えば,百聯集団の傘下企業は総合スーパー､スー

パーマーケット､百貨店,ショッピングセンター､コンビニエンスストアな

どを中心に展開しており､ウォルマートはスーパーセンター､サムズクラブ

を主要業態に展開している｡
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本研究で小売多業態化を推進してきた小売企業という視点から5社を取

り上げ､百聯集団､カルフール､イオン､平和堂､ラオックスの事例につい

て順次分析する｡

まず､国内小売企業と国の流通政策との関係について､国内小売企業の代

表例として百聯集団を取り上げる｡国内小売企業の競争力を高め､外資系小

売企業に対抗できるようになるため､政府主導によってM&Aを行い､百聯

集団は設立された｡巨大な規模を持ち,現在､百聯集団は中国市場において､

多業態で展開する小売企業のトップであり,国有企業の代表例でもある｡

カルフールは欧米外資では比較的早く中国市場に進出し､ハイパーマーケ

ットの全国展開を行い､それまで総合スーパーといえる業態がなかった国に､

それを普及させる大きな役割を果たし､カルフールが中国における総合スー

パーのデファクトスタンダード(業界標準)となった｡現在中国市場では多

業態で展開している｡

日系企業イオンは､中国本土に進出する時期がカルフールと同じく､開放

政策の直後であった｡ 1992年に国務院より上海､青島の両市におけるジャ

スコ(現イオン)の合弁企業を設立する許可を獲得した｡カルフールの全国

出店と対照的に､イオンはドミナント戦略で段階的に地域別に各業態を導入

し､一業態で全国制覇するのではなく､地域性別に業態を導入し､全国にお

ける企業の規模を拡大させ､販売ネットワークを構築する成功例の一つにな

っている｡

また,日系企業の平和堂は中国の地方政府(湖南省政府)の要請に応じ進

出が始まり､進出当初は母国市場で成功したモデル(総合スーパー業態)を

中国市場に導入する意図を持ちながら､実際の参入に際しては現地市場への

適応を重視して総合スーパー業態から百貨店業態に転換した｡
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日系家電量販店であったラオックスは2009年8月に中国家電量販の最大

手である蘇寧雲商集団股扮有限公司1に買収され､傘下企業となった｡その

後､蘇寧雲商集団の力を借り､日本国内での業態転換を積極的に行いながら､

中国進出を果している｡

7. 2 　 百 聯 集 団

7. 2. 1 　 百 聯 集 団 の 概 況

すでに問題提起したように､国内小売企業の競争力を高め､外資系小売企

業に対抗できるようになるため､百聯集団は上海市政府の主導により､ 2003

年4月に､上海市にある3大企業(一百集団､華聯集団,友誼集団)と大手

商社(物資集団)との合併により実現した中国最大の流通産業グループであ

る｡2012年末現在､年間1220億元の売上高を誇り､中国全土においては5147

店舗を有している｡

このような巨大規模のグループを作り上げた背景には､大手国有企業閣の

激しい競争により利益率が低下し､各企業の規模拡大のために資金調達が必

要であった｡また､ WTO加盟に伴う市場開放で外資系小売企業との俄烈な競

争を強いられていた｡収益力を改善し､また巨大な外資系小売企業に対抗で

きる国有小売企業を育成するという政府の方針があった｡合併して以来､再

編とM&且を繰り返し､中国の国有小売企業改革のモデル企業となっている｡

また､近年中間所得層の増加につれ､国内企業であるため､消費市場のニー

ズをすばやく把握できる優位性を持ち､現地に適合する業態開発の能力を活

かし､合併時の業態をベースに､新たにショッピングセンター業態を作り出
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したo現在百聯集団は､ DP､総合スーパー､スーパーマーケット､ショッピ

ングセンター､コンビニエンスストアなど､多業態で展開されている0

百聯集団は経営戦略として､合併し多業態で展開することにより､大規模

な小売グループが形成され､収益力を向上させ､競争力を高めた｡また,ス

ーパーマーケット､百貨店､ショッピングセンター､専門店､製造業､物流､

不動産､総合など8事業部門を設立し､ ｢グループ一事業部門一子会社｣の管

理システムの構築を実現した｡しかし､グループ化された各企業が展開して

いる小売活動や業態についてはそれぞれの役割分担が不明確であり､しかも

重複された部分も多く､実質的な統合が実現していないため､商品の調達や

物流などの面では､まだ規模の経済を十分に達成しているとはいいがたいZ｡

また､組織運営上では,百聯集団は設立する以前から､海外各国からコン

サルティング会社に顧問を委託し､ M&Aを行う際に必要な知識､合併後の企

業経営､店舗運営､先進的な小売技術､また業態開発などについて､積極的

に海外の知識を学び､吸収力を高めてきた3｡

7. 2. 2　傘下企業の代表一聯華超市

百聯集団の傘下には60社以上の企業が存在しており､その中では代表的

な小売企業は聯華超市であり､売上高が百聯集団の54%も占めているo

聯華超市は1991年､上海を拠点に業務展開を始め､ 2012年末まで､中国

本土の19ケ省において､総合スーパー(店名:世紀聯華)､スーパーマーケ

ット(店名:聯華超市､華聯超市)､コンビニエンスストア(店名:侠客便

刺) 業 態 を 中 心 に､ 4698 店 舗 を 展 開 し て い る( 図 表7-1 を 参 照)｡ ま た 売

上構成から見ると､総合スーパー業態の売上高は半数以上を占めており,聯
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華超市の主要業態である(図表7-2を参照)｡

図表7-1　聯華超市の業態別店舗数

G M S  ﾒ C V S  俘 x ﾇ b Ā Ā Ā

直 営  S r 6 5 3  涛 ィ 1 7 9 4  Ā Ā Ā

フ ラ ン チ ャ イ ズ  辻 1 8 5 7  C r 2 9 0 4  Ā Ā Ā Ā

合 計  S r 2 5 1 0  3 4 6 9 8  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

出所:聯華超市アニュアルレポート2012年より作成｡

図表7-2　聯華超市の業態別の売上構成

出所:聯華超市アニュアルレポート2012年より作成｡

聯華超市は上海から発足した小売企業であり､上海ではスーパーマーケッ

ト1600店舗､総合スーパー40店舗､コンビニエンスストア1262店舗を有

している｡他の地域において､規模を拡大しているが､上海を中心としたド

ミナント戦略をとってきた｡

国有小売企業であるため､立地選択としては外資系小売企業より優先され､
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良い場所の出店が実現しやすく､現地の経済状況に合わせ､政府の指導を受

けながら出店行動を行っている4｡特にショッピングカード(プリペイドカ

ード)は､聯華超市が地域政府との密接な関係の下で発行されている｡この

ショッピングカードは,現地の行政機関､国有企業､民間企業において､福

利厚生として従業員に配られ､またギフトに利用される割合も高くなってい

る5｡

聯華超市は百聯集団の傘下に属して以来､百聯集団の経営戦略に従い､グ

ループ内の再編成を継続的に行ってきたo主として､商品管理システム､小

売業態同士の合併､また物流配送システムなどの再編成により組織の競争力

を高めてきた｡また､グループ内資源の再編成により､商品の品揃えから販

売価格まで他社と差別を図り,メンバーズカードを発行し､企業ブランドの

知名度やロヤルデイを高めている｡さらに､聯華超市は日々拡大していくイ

ンターネットショッピング利用の消費層を獲得するため､漸江地域において

ネットショッピング業態を開発した｡

国内企業なので､聯華超市は市場構成､カルチャー､また習慣などを把握

しており､外資系小売企業より消費者ニーズの対応がしやすいと考えられる｡

百聯集団としては､このような有力な小売企業が傘下グループに属し,多

業態で展開する小売企業がまだ多数傘下にあり､膨大な規模と資本力の支え

のともで､百聯集団はさらに多様な業態を展開し､中国市場での拡大を図っ

ていくであろう｡
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7. 3 　 カ ル フ ー ル

7. 3. 1 　 カ ル フ ー ル の 概 況

流通業界において,カルフールは世界の小売業の近代化に貢献してきた｡

世界初の百貨店-ボン･マルシェは1852年にフランスの土壌で誕生した｡

また,流通業界の革新と言われたハイパーマーケットも1960年代にカルフ

ールによってフランスで生み出され,その業態は現在世界中に拡がっている｡

カルフール6は､ 1959年に創業し､ 1963年にパリ郊外のサント･ジュヌヴ

イ エ ー ヴ･ デ･ ボ ア(SAI ⅣTEGE ⅣEVIEVE DES BOIS) で 開 店 さ れ､ 業 態 導 入 後,

即座に成功を勝ち取った｡豊富な品揃え､売場重視､低コスト,地方分権制

などをベースにし,ハイパーマーケットを主要業態として,好調を続けてき

た｡カルフールは事業の多角化を図り､プライベートブランドを開発し､他

社との合併と買収を行うことで,急速な拡張を成し遂げた｡

カルフールは現在全世界33ヶ国において､ハイパーマーケット､スーパ

ーマーケット,コンビニエンスストア､キャッシュ&キャリーストア業態を

展開しており､2012年末まで9994店舗を有し､米国のウォルマートに次ぎ､

1999年から売上高で小売業界､世界第2位､ヨーロッパ第1位となってい

る｡

7. 3. 2 　 中 国 市 場 へ の 進 出 経 緯

カルフールは､ 1989年台湾の出店を皮切りに､アジアへの進出が始まっ

た｡中国と同じ文化圏の台湾で店舗運営し､ノウハウを蓄積してきた｡ 1995
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年当時､中国政府が外資企業の独資投資を認可していないため､カルフール

は台湾での現地パートナーである｢統一グループ｣を中国本土進出の戦略パ

ートナーとし､北京現地の会社と合弁会社を立ち上げ､中国進出が本格的に

始 ま っ た｡ 2001 年wTO に 加 盟 す る ま で､ カ ル フ ー ル､ 統 一 グ ル ー プ､ 中 国

現地パートナーという｢三人四脚型｣の出店パターンで推進された｡

カルフールの参入方法は中国の経済成長の段階に合わせて行われてきたo

具体的には,参入当時,中国経済はまだ厳しい外資参入規制を設置しており,

｢漸進的開放｣段階にあったoカルフールは中国中央政府から出店許可を獲

得するために,規制対象外の｢マネジメント･カンパニー｣ (現地管理会社)

方式による出店を考え出した｡すなわち､規制の下で外国籍小売企業は中国

の小売業界への参入が禁じられたため､中国側出資者と合弁会社方式で｢マ

ネジメント･カンパニー｣を設立し､現地法人として登録する方式である｡

1993年､カルフールは北京現地でヤオハンの元パートナーであった中国新

技術投資創業公司と共同出資で､｢家創商業管理公司｣というマネジメント･

カンパニーを立ち上げ､ 1995年に､ ｢家楽福･創益住商城｣ (カルフール)

の第1号店をオープンしたoそして,店の経営は実質的にはカルフールの現

地管理会社の｢家創｣に委託され,運営している7｡

2001年12月に､中国のWTO加盟をきっかけに出店禁止が解除されまも

なく､カルフールは中国企業の既存店を買収する方式を試みた｡ 2002年8

月､天津市の有力小売業である｢勧業集団｣が所有する4店舗の大型スーパ

ーマーケットがカルフールに吸収されたことで､事実上の｢M&A｣方式に

よる拡張戦略であった｡ 2012年度の売上高約452億元に達し､売上高第10

位の小売企業として中国市場で展開している｡
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7. 3. 3 　 中 国 で の 事 業 展 開

カルフールは中国に進出当初からあらゆる手段を駆使して､様々な参入方

式により短期間で各都市において､猛烈なスピードで出店し､規模の経済性

を図ることにより､全体の収益を上げる経営戦略を採用してきた｡

中国の多くの地域において,カルフールはその地域市場に最初の外資系ハ

イパーマーケットとして参入し､先発者優位を獲得している｡例えば,成都,

長春､南京､天津､青島などの都市である｡大型店舗業態が高い潜在成長力

を持つ市場に早期進出し､そこで高い市場シェアを確保することによって､

先発者利益をねらう戦略はカルフールが1970年代以降に国際化を展開した

ときからの基本的な戦略パターンである｡

カルフールは中国市場の潜在的な需要を見抜き､これから成長が期待でき

る市場を標的にし､ハイパーマーケットという業態を中国市場に導入した最

初の外資系企業である｡カルフールの進出以前では､多くの外資系小売企業､

特に華人･華僑資本の小売企業は中国市場の高所得層をねらったニッチ塾の

専門店や百貨店の展開がほとんどであったoカルフール自体もその小売業態

として､ハイパーマーケット以外に､食品スーパー,ハードディスカウント

ストア､コンビニエンスストアなどを持っているが､中国市場に導入した業

態は最も店舗規模の大きいハイパーマーケットであった｡中国の消費革命は

特に大都市,沿岸部都市で著しく進行していたが､ハイパーマーケットが成

長したヨーロッパの消費市場とは大きく異なっていた｡都市部での人口の郊

外化は先進国ほど進まず､マイカーの普及率も低かった｡大量購買を支える

これらの消費市場は､これらの沿海部の都市ですら､まだ先進国並みには進

歩しなかったのであるo　しかし､カルフールは､そのままのハイパーマーケ
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ツトを中国に導入した｡中国政府の誘致はもちろん､その背後には､カルフ

ールの戦略構想があった｡カルフールは他企業に先駆け､中国における大衆

消費社会の到来や中間所得層の増加の兆しを鋭敏にかぎ分け､北京や上海の

沿海部大都市に先発者として出店した80　さらに､経済発展が相対的に遅れ

ていた内陸の地方中核都市にまで積極的に出店し､先行投資を試みたのであ

る9｡ 2013年6月現在､ 73都市でハイパーマーケット227店舗を展開してい

る( 図 表7-3 を 参 照)0

図表7-3　ハイパーマーケット業態の出店地域と店舗数

上 海24 冉ｸｹ 深 別8 凅 駢｣ ハ ル ビ ン7 ĀĀĀĀĀ

天 津5. 兀ｫ 広 州5 ﾉ732 昆 明8 ĀĀĀĀĀĀ

重 慶6 ﾈｹ 絣 無 錫4 Y2 鄭 州3 ĀĀĀĀĀ

ウ ル ム チ3 咽# 寧 波3 俘yNﾃB 長 沙3 ĀĀĀ

東 莞5 俔 做#2 青 島3 x" 海 口3 ĀĀĀĀ

福 州2 傚 做# 焦 作1 俐ﾃ 珠 海2 ĀĀĀĀĀ

鞍 山1 )$ﾓ 商 売1 )63 西 安1 ĀĀĀĀĀĀĀ

廊 坊1 刋 抱ﾖ 遼 陽1 Iw｣ 洛 陽1 ĀĀĀĀĀĀĀ

ア モ イ2 偃ﾈ 紹 興1 凅ﾉw｣ 南 通1 ĀĀĀĀĀ

豪 州1 丼x 貴 陽1 丼Y>ﾃ 恵 州1 ĀĀĀĀĀ

馬 乾 山1 兒x 鮮 埠1 )$ﾓ 南 昌2 ĀĀĀĀĀĀĀ

新 郷1 h 営 口1 價98ﾃ 珠 洲1 ĀĀĀĀĀĀ

太 原2 唐 山1 冖8b 孝 感1 ‱ĀĀĀĀĀĀ

寧 波3 仂 頴S 石 家 庄2 ｹD｣ 宿 州1 ĀĀĀĀĀ

江 陰1 8ｻｳ 資 陽1 傀ｨﾝﾙ& 縱2 合 計227 ĀĀĀĀ
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出 所: カ ル フ ー ル･ ホ ー ム ペ ー ジ よ り 作 成 　2013/06/20

カルフールは進出当初から2001年まで､母国で成功したハイパーマーケ

ット業態を中国に持ち込み､急速に店舗展開し､中国市場に根を広げてきた｡

中国のWTO加盟により､外資参入の規制が緩和され､消費者ニーズに適応す

るために､カルフールは多業態展開に踏み切った｡

これまで､都市においては､中間所得層や高所得層をタ-ケットにしてき

たが,都市間の人口移動や農民工の増加などによって､消費者ニーズの多様

化が進み､低所得層のニーズに対応するため､2003年にグループ傘下のDia%

ディスカウントストア業態を北京市場に導入した｡現在､北京と上海を拠点

に､直営店舗とフランチャイズを同時に展開させることで,規模を拡大し続

け､ 2012 年 末 ま で316 店 舗 を 展 開 し て い る( 図 表7-4 を 参 照)｡

図表7-4　カルフール各業態の店舗推移(2012年末まで)

出所:カルフール･アニュアルレポート各年度より作成

翌年の2004年にスーパーマーケット業態のChampionが北京で開業し,
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2008年まで40-50店舗を展開し,物流センターを設立する予定であったが､

進出先でのリサーチ不足やカルフールの物流システムを有効に活用できず,

また消費需要のニーズを十分に満たさなかったなどの原因で､ 2006年にス

ーパーマーケット業態を撤退した｡カルフールが市場に適合せず､採算の取

れない業態をすばやく市場から撤退させる戦略を取り､損失を回避する優れ

た能力を持っているといえる｡

中国の消費者は日々成長し､購買行動が変化しつつあり､消費規模も拡大

している｡インターネットの普及につれ,ネットショップが急速にシェアを

拡大し､リアル店舗との異業態間競争が激化している｡ 2006年9月から､

カルフールは中国市場でネットスーパーを始め､現在､中国の通販サイトと

組み､新たな業態として商品を提供しようとしている｡また､ 2010年1月

に,カルフールは成都で当社最大規模の売り場を設立した｡名目上では総合

スーパー業態であるが､4階立てのビルで､約2万平米の売り場面積を有し,

ショッピング､飲食､娯楽､レジャーなどを一体化しているショッピングセ

ンターの店づくりであった｡これがカルフールのショッピングセンター展開

に関する実験といえる｡現在､中国ではハイパーマーケットを主力業態とし

て､ディスカウントストア(Dia%)10､ネットショッピングを展開しているo

カルフールが中国本土で迅速に店舗展開できたのは､その店舗運営に関す

る分権的な管理システムによるところが大きい｡

企業の経営戦略として､カルフールは中国に進出当時､中国各地で地方政

府との緊密な関係を構築することで合弁会社を立ち上げ､同時分散的に出店

を行っていたため､集権的に管理するのは困難であると判断し､分権的な管

理システム11を導入した｡

本部が地域と店舗に大きな自由裁量権を与え､各地域の店舗運営を店長に
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任せたことはこうした分権管理の大きな特徴である｡権限を持たされた店長

は､商品構成､売場設計､販促活動､価格設定といった店舗管理の業務のみ

ならず､人事､資産運営などの面においても､絶大な意思決定の権限を持っ

ている｡また､カルフールの各店舗はそれぞれ独立採算をとる組織であり､

その一方､中国本部と地域本部は政策や方針の設定､アドバイスをするコン

サルティング･センターのような存在である｡

中国の複雑な地域特性に適合した柔軟な店舗運営体制を作り､地域の消費

者ニーズに的確に対応することは,こうした分権的体制が最大の利点である｡

また､マーチャンダイジングと物流戦略の面においては､カルフールは中

国に進出した初期､中国の物流システムがまだ形成期にあり､インフラは完

全に整わず､そして､カルフールは中国各地で分散的に出店し,密度のある

販売網を形成しなかったため､主に現地で商品の調達を行っていた｡こうし

た状況で､カルフールは商品調達の権限を店長に任せていた｡このような分

散的な商品調達方法は現地ニーズに適応しやすくなるが､小規模の調達に伴

うコストアップが生じていた｡

カルフールの規模拡大により､大規模な販売網が形成し始めた｡ 2000年

から､カルフールは商品調達を中国本部と地域本部に集中させ､仕入れに関

する交渉､契約の締結と更新､決済といった一連の業務をすべて店舗から本

部の商品部へ移管させた｡こうした集中管理により､仕入れや管理コストを

大きく削減することができた12｡

一方､商品調達を支える流通システムについて､カルフールは完備された

サプライヤー管理システムを持っている｡しかも､強力なコンピュータ･シ

ステムが物流コントロールの支えになっている｡注文管理､自動補充､検品､

返品､在庫調整､棚卸検索､報告､商品の店舗内移転､商品の部門間移転な
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どの重要機能が揃っている情報システムにより経営分析を行い､業績の向上

に役立っている｡

集中管理により大量仕入れというバイイングパワーを用いて､カルフール

はサプライヤー､特に製造メーカーに委託し､傘下のディスカウントストア

Dia%のPB商品を製造させ､企業内部のシナジー効果を求め､ハイパーマー

ケットの価格政策での優位性のみならず､多業態で展開する戦略を維持して

きた｡

また､組織面で､カルフールは近年､小売人材の育成を加速している｡カ

ルフールは中国での飛躍的発展を維持できたのは現地化した人材養成戦略

にある｡カルフール(中国)育成センターは2000年に設立され､以来多く

の管理職を養成しており､内部従業員に専門的な技能訓練と昇進のチャンス

を提供することが目的としている｡ 2012年だけでも2100人のカルフール従

業員が昇進を実現し､センター内では570人の従業員が講師資格を取得して

いる｡ 2012年､カルフール(中国)の人材育成時間数は220万時間に達し､

研修を受けた従業員が中国各地の店舗で活躍している｡今後も積極的な人材

養成戦略13を実施し､内部従業員の育成と昇進を下支えし､中国での小売人

材育成を促進する方針である｡

7. 4 　 イ オ ン

7. 4. 1 　 イ オ ン の 概 況

イオンのルーツの一つ岡田屋は初代岡田惣左衛門により､太物･小間物商

を1758年に三重県四日市で創業され､屋号が篠原屋である｡今から約250年
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以上の歴史を持つ企業である14｡

1962年に岡田屋はスーパー業態に転換し､ 1969年2月に､ 3社15の共同出資

で共同仕入れ機構｢ジャスコ(JUSCO)株式会社｣を設立した｡ 2001年8月に

ジャスコ株式会社がイオン(用ON)株式会社へ社名変更し､グループ名も

｢イオングループ｣から｢イオン｣へ改称により､グループの結束を全面に

打ち出した｡

現在､純粋持ち株会社体制によって､グループマネジメントと事業の分離

はグループを統制する体制が確立しており､そこでは総合スーパーを核店舗

に多彩な専門店で構成される広域商圏対応のモール型ショッピングセンタ

ーや､専門店･サービス機能等を揃えた小商圏対応型ショッピングセンター

など､地域の特性に合わせたショッピングセンターを展開している｡また食

料品を中心に品揃えするスーパーマーケットは,地域に精通した企業による

経営で､北海道から沖縄まで日本国内はもとより,タイ､マレーシア､中国

など14ヶ国に広がっている｡

図 表7-5 　 各 業 態 の 店 舗 数 統 計(2013 年2 月 ま で)

業 態 項 目  俘 x ﾇ b 日 本  Ā

G M S  鉄 唐 5 3 7  Ā

S M  s 1 6 2 7  Ā Ā Ā

D S  S ( 1 3 0  Ā Ā Ā Ā

H C  # 2 1 2 3  Ā Ā

C V S  鼎 C c 2 2 1 6 8  Ā

S S  c c B 3 6 0 9  Ā Ā

D g S  C b 3 1 4 6  Ā Ā Ā

そ の 他  鉄 ッ 5 6 0 .  Ā

合 計  C C C 1 1 9 0 0  Ā Ā Ā
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出所:イオングループ案内資料より

2013年2月現在､イオンは連結営業収益は5兆6853億円に達しており､

総売上高が世界小売ランキングにおいても第13位となっている｡現在､ 14

ヶ国においては､総合スーパー業態合計598店舗､スーパーマーケット業態

1708店舗､コンビニエンスストア業態4463店舗を運営している(図表7-

5を参照)0

7. 4. 2 　 中 国 進 出 の 経 緯

イオンの中国本土に進出する時期はカルフールと同じく､中国経済の｢漸

進的な開放｣段階であった｡ 1992年に国務院より上海,青島の両市におけ

るジャスコ(現イオン)の合弁企業を設立する許可を獲得した｡

1985年に香港で100%子会社イオンストアーズ･香港(旧ジャスコストア

ー ズ･ 香 港) を 設 立 し た｡ そ の10 年 後 の1995 年12 月､ イ オ ン ス ト ア ー ズ･

香港は中国企業の広東天質百貨有限公司と合弁で､ ｢広東吉之島天質百貨有

限公司｣ 16を設立し､中国広東省で総合大型スーパーを展開することになっ

た｡ 1996 年6 月､ イ オ ン は 中 国3 大 都 市 圏 の1 つ､ 広 州 市 の 中 心 街･ 天 河

地区に中国本土1号店のGMS ｢吉之島天河城店｣ (売場面積約7800m2)を

オープンした｡

また､ 1996年3月､ジャスコは青島市供錆合作聯合社との共同出資によ

り｢青島東泰佳世客有限公司｣ 17を設立し､ 1998年1月に､青島市の副都心

として大規模な開発が進む｢東部開発区｣に､中国では初めての本格的な郊

外型ショッピングセンターをオープンした18｡
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2004年に中国一香港間の経済緊密化協定などにより､イオンチャイナは

イオンストアーズ(香港)の子会社として深別で設立された0

2006年5月には､中国での出店を加速するために､中国代表処を設置し,

北京にその拠点をおいた｡ 2007年11月に､北京イオンはイオン株式会社の子

会社として設立され､中心部から北に車で40分程度の場所に｢イオン北京国

際商城ショッピングセンター｣をオープンした19｡

また2009年1月に､イオン･ミニストップは青島において､青島イオン東

泰と提携し､青島ミニストップ会社を設立し､青島ミニストップの直営店の

出店及び運営,現地フランチャイズ店の募集･指導などを手掛けている｡

以上がイオンの中国本土への参入状況である｡現在､中国においてイオン

は山東省､広東省､北京､天津､香港を拠点に､総合ス←パー､スーパーマ

ーケット､コンビニエンスストア,専門店､ショッピングセンターなどの業

態を展開しており､今後､既存の事業展開エリアでの事業基盤の強化に加え,

新たに江蘇省や湖北省においてスーパーマーケット業態やディベロッパー

事業等の事業展開に向けた準備を進めている｡

イオンの中国本土の参入方式は参入当初､中国の外資参入規制に従い,各

地において現地パートナー合弁方式で事業を展開してきた｡ wTO加盟後､

外資投資に関する規制が緩和され,イオンは独資展開の道を歩み始めた｡

7. 4. 3 　 中 国 で の 事 業 展 開

図表7-6　を示すように､中国市場においては､イオンの経営戦略とし

てはドミナント戦略を採用し,地域ごとに異なる業態を主力にしている｡例

えば､コンビニエンスストア業態は山東省を拠点に､総合スーパー業態は広
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東省を拠点に､北京･天津において､ショッピングセンターや専門店を中心

に展開している｡このような出店戦略は日本で確立した事業モデルを中国に

移転し､中国の消費市場の特性に応じ､典型的な｢部分適応｣の現地化戦略

を採っている｡

図表7-6　各地域における各業態の展開状況(2013年6月末)

出所:イオングループ案内資料より

1995年､イオンは中国に進出した当時､消費意欲が旺盛な広東省におい

て最初の出店を行っていた｡広東省は中国経済改革･開放政策を実施する重

要なテスト地域であり､香港に隣接した関係で､貿易関係が盛んでおり､1990

年代後半に中間所得層が急速に増加し､消費規模が他の地域と比べ､比較的

に大きかった｡イオンは広東省の消費水準に合わせ､母国で経営ノウハウの

豊富な総合スーパー業態を導入した｡当時､ウォルマートも広東省を拠点に
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急速に規模を拡大する傾向があり､企業間の競争が厳しい状況にあった｡ま

た翌年､出店許可のある青島においては､イオンは都市開発計画を参考し,

商圏の広い郊外において出店を行いはじめた｡

WTO加盟により､出資規制がなくなり､イオンは中国への業態導入を積極

に行うようになっている｡近年､都市部において自動車の普及によって､消

費者ニーズがさらに多様化･個性化するようになってきた｡市場競争の激し

い広東省と比べ､北京､天津のような直轄市においては,消費者の所得が増

加する一方､都市圏が拡大しつつあり,郊外に住むニューファミリーが増え,

新しい商圏が形成されるようになっている｡ 2008年､イオンは新しく開発

されたエリアにおいてショッピングセンター業態を本格的に展開し始めた｡

郊外店舗の経営を通し,中国ショッピングセンター業態に関するのノウハウ

を蓄積し､北京における認知度を高めたうえで､ 2010年に北京の中心地､

また天津に出店している｡ショッピングセンター業態成長の影響を受け､イ

オンは中国市場に衣料品などを品揃えする専門店の導入に力を入れるよう

になり､母国で蓄積されてきたノウハウ･技術を活かし､中国市場に適合で

きる業態開発に積極的に取り組んでいる200

2000年代後半､世界的不況の中､中国の景気後退による個人消費の低迷

やイオン本体の業績悪化などを理由に､ 2009年6月に､イオンは中国での

出店投資を抑制し､出店業態を見直しをするものの､イオンは｢中国が重点

地域であることには変わりがない｣としており､中長期的な投資方針は変更

していない｡スーパーの出店をペースダウンさせるが､傘下のコンビニエン

スストア｢ミニストップ｣は今後5年間で200店に増やす方針であると発表

した21｡

中国のWTOへの加盟以降､消費者所得の伸びは消費意欲を喚起しており､
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小売市場の成長を支える原動力となっている｡経済水準の向上に伴い増加し

た中間所得層が求める便利さ,快適さ､衛生面に応え､食料雑貨店の近代化

としてのポジションを築いたこと､また､買い物してきた食品を保管してお

くという習慣も無かったため､手軽に購買し消費するというスタイルを考慮

したうえ､イオンは2009年にすでに総合スーパー業態を展開している山東省

の青島にコンビニエンスストア業態｢ミニストップ｣を導入した｡

イオンは中国市場において､このような多業態で攻略を狙い,中･上所得

階層をターゲットとしている22｡また､ 2013年､イオン株式会社の合同入社

式において､社長の岡田元也氏は｢グループの､グループとしてのシナジー､

共通することを追及していくと同時に､グループ内での皆さん同士でのグル

ープ内の競争というものを重視し､すべてにおいて多様性と同時に一貫性を

追求する｡ ｣と､多様性について強調している｡その多様性はグループ内の

会社が多様であるだけでなく､人､事業項目､業態､または店舗の多様性も

指している｡このような意欲的な経営者の経営方針のもとで､イオンは中国

での業態多様化をさらに推進していく可能性を示唆している｡

7.5 　 平 和 堂

7. 5. 1 　 平 和 堂 の 概 況

平和堂は日本近畿地方･北陸地方･東海地方を商圏にしており､総合スー

パーとスーパーマーケットを中心に展開している小売企業である｡

1953年12月､平和堂の創始者である夏原平次郎氏により滋賀県彦根市市

街の土橋商店街(現在の銀座商店街)でマルビシ百貨店のテナントとして夏
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原商店(平和堂の前身)が開店され､ 1957年(昭和32年)に｢靴とカバン

の店･平和堂｣として平和堂を設立した｡後に｢おしゃれの店･平和堂｣と

衣料スーパーの出店を行い､セルフサービスを導入した｡ 1963年(昭和36

午)に3店舗を統一した大型店舗である｢ジュニアデパート平和堂｣を発祥

地に開店し､実用品から高級品まで扱っており､これ以降に展開される平和

堂の基本スタイルとなっていた｡ 1966年に､ ｢ワンストップショッピング｣

という概念を導入し､食品売場を設置し､衣料品から雑貨､食品までを販売

する総合スーパーの形を構築してきた230

現在､平和堂は日本においてはドミナント戦略を行い､総合スーパー､ス

ーパーマーケット､ショッピングセンターの3業態を展開し､ 20.13年6月

末まで滋賀県を中心に､ 135店舗を展開しており､ 2012年度グループの売上

高は4621億円に達し､日本の小売業売上高ランキングに28位を占め､滋賀

県内を中心に周辺地域で消費者に認知される地域密着型出店を重ね､地方大

手小売企業の基盤を築いている｡

1972年には､シンボルマークのハトに絡め､ ｢奉仕､創造､感謝,友愛､

平和｣という5つの経営理念を定めている24｡そこには､創業者夏原平次郎

氏の｢強いお客様思い｣25がある｡

現在､二代目の社長として夏原平和氏が就任している｡創業から現在に至

り､平和堂の成長は経営者の意思決定と密接に関連している｡創業者主導型

の意思決定により､ドミナント戦略で地域密着型のスーパーマーケットと総

合スーパーを展開し､また夏原平和氏が就任したあと､東証第1部上場を通

して､滋賀県と周辺地域への出店を加速させてきた｡
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7. 5. 2 　 中 国 市 場 へ の 進 出 経 緯

1983年に､滋賀県と中国湖南省が友好協定を結び､二箇所での経済交流

が始まった｡ 10年後の1993年に､湖南省政府から｢中国人民の生活水準向

上のために流通整備が不可欠であり,ぜひ平和堂に省都長沙市へ大型商業施

設を作ってもらいたい｣と強く要請され､平和堂創業者･夏原平次郎会長が

1994年に長沙市にて現地視察を行った26｡

当時中国の小売業界は開放され始めた直後であり､国有百貨店･食品店､

また自由市場において､サービス精神が欠けており､近代的なサービスノウ

ハウは存在しなかった｡夏原平次郎氏は平和堂創業の理念を長沙市に定着さ

せたいという強い意思で､個人所有の株式を担保に､役員全員の反対を押し

て､中国市場に進出することを決意した｡企業経営者としてのリーダーシッ

プを発揮し､中国市場の今後の成長に社運を賭けた｡

1994年に省都長沙市に合弁会社を設立し､出店先として当時高所得層が

集まる長沙市の中心街･五一広場の物件に決めた｡開店するまでに､平和堂

は中国現地の従業員を雇い､積極的に社員研修を行い､日本式の接客サービ

スや先進的な小売技術などを徹底的に教育し定着させた｡ 1998年に長沙市

の中心繁華街･天心区五一広場に湖南平和堂本店を開業した｡

同じ時期に日系大手小売企業のイオンは1995年に､イトーヨーカ堂は

1996年に中国の進出を果たしたが､進出を決断した企業の状況としては能

動的な進出というものではなかっただけに､地方小売業である平和堂にとっ

て中国の展開は大きな挑戦であった｡

現在､湖北省においては､平和堂は初の外資系小売企業として出店を果た

し､ 1998年開業して以来､ 2013年6月末まで百貨店4店舗を展開しており
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(図表7-7を参照) ､長沙市のナンバー1百貨店の地位を確立している｡

図表7-7　中国における平和堂の店舗概要

五 一 広 場 店 ﾉ8I5 株 洲 店 ﾈﾘ 韈ｨﾔﾈｩ5ĀĀĀĀĀ

開 店 日 涛ﾆﾂ2007/9/29 汀ﾃ#b2013/4/28 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

営 業 面 積 田cﾓ"33904m2 鼎3ﾓ"47511m2 ĀĀĀĀĀĀĀ

店 舗 構 成 2ﾓx､ｲB4-6 階 "ﾓ8､ｲ1-6 階 ĀĀĀĀ

出 店 方 式 ｨｸ5 雲ｸ リ ー ス 方 式 ｨｸ5 雲ｸ リ ー ス 方 式  ĀĀĀĀĀĀĀ

正 社 員  辻 5 6 0 名  S k ﾂ 3 8 1 名  Ā Ā Ā Ā

テ ナ ン ト 社 員 辻15.OO 各 kﾂ1150 名 ĀĀĀĀĀĀ

荏: ｢-｣は現時点で不明であることを指す｡

出所:株式会社平和堂ホーム一ページより作成

7. 5. 3 　 中 国 で の 事 業 展 開

平和堂は現在中国で百貨店業態を主軸に事業展開を行っている｡すでに述

べたように､平和堂は政府の要請に応じ進出が始まり､長抄に進出した当時,

五一広場の周辺ではすでに国有･市営の百貨店が何店舗か展開していたが､

いずれ体制の古い百貨店経営方式であった｡当初の経営戦略としては､母国

市場で成功したモデルー総合スーパー業態を中国市場に導入する意向を持

ち､売り場の半分以上が直営のスタイルで開業したが,長沙市では総合スー

パー業態が珍しく､なじみがなかった｡また,当時中国の市場には卸機能は

なく､商品調達面で難題が生じ､さらに､消費需要が付加価値の高い商品や

サービスを求める傾向が出始めたていたoそこで平和堂は､高級感のある日

本式サービスを提供することにより､集客力を高め､総合スーパー業態から
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ブランド商品や専門店を集めた百貨店業態に転換した(図表7-8を参照)0

日本で｢ジュニアデパート平和堂｣を展開する際に､専門店の導入やブラン

ド商品の投入などについて蓄積してきた経験が中国市場での百貨店展開に

専門技術の知識の移転として活用されるようになったと考えられる｡

図表7-8　湖南平和堂の百貨店化のプロセス

総合スーパー

の事業移転 ブランドショップ増大 

百貨店待望論

中心街の発展

=-1=_三

頻繁なテナント

入れ替え

競争者の出現

急速な市場変化

予I-I ::

出所:矢作敏行(2011) 『日本の優秀小売企業の底力』日本経済新聞出版社

P.339 よ り 作 成

また､ 2000年に､長沙市でスーパーマーケット業態を展開し始めたが､

厳しい価格競争で経営が難しくなり､ 2003年にスーパーマーケットの店舗

は閉店せざるを得なかった｡スーパーマーケット業態の失敗により､百貨店

を中心に展開する方向がいっそう強められた｡

平和堂は中国市場においては､頻繁に売場を見直し､独自のテナント管理
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方式を利用し､またカード事業を展開することで､自社の優位性を発揮して

きた27｡

平和堂はファッションをコンセプトに､多様化･個性化する消費者ニーズ､

また俄烈な競争状況に対応するために､主要ターゲットである若い女性向け

の商品を中心に､頻繁にテナントの構成や売場の改善を見直す戦略を取って

いる(図表7-9を参照) ｡このような改善が受け入れられていく背景には

中国の中間所得層が増加し､消費市場が拡大したことによるという指摘もあ

る28｡

図表7-9　平和堂の一号店における売場改善の概要

年 度  弌 ﾉ , ﾈ ･ I w b Ā Ā Ā

1999■ 陋ｨ耳､ｸ,ﾉ)9}hｩo3#s[ﾙ_ｸ8ｸ6x8ｸ/HH.ｨ,兔ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

20.01 陋ｨ耳､ｸ,U5(uEJ8,ﾉXﾅ飃H.ｨ/;?ﾈ+x.i:唏ｸ7X82ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

ド商品拡充o 

20■03 俛ﾝｸ7X886ｸVﾈｦyX.(ｸ7X886淫IVﾈﾜHｦx684ﾊ2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
｢アデイタス｣といったスポーツ商品ブランドの大型売り場を導入o 

2004 ､ｸﾎ9_ｹYIZｩoC[ﾙ_ｸ8ｸ6x8ｸ/HH.ｨ,兔ZHｺI齎笹{ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

品を拡充○ 

2006 ､ｸ什,cX､ｸ7Hｸ6(ｸ6x/HH.ｨ,兔&陋｣､ｸ,ﾉ鰻僣BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

り場のレイアウトを変更○ 

2007 店､ｹ5x麌ｨ/HH.ｨ,兔x.i:鎚彿6IHH.ｨ/¥(ﾛﾓ8､ｹĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

士服売り場を4階に移動し､3階に婦人衣料を拡大o 

20.09 ､ｸ,ﾈﾋｨｭh,i5h皐,ﾈ淤X,hkﾈ8ｨ6ｨ8Xｸ48ｸｳ､ｸ,ﾈ嶌V僣H.｢ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

を拡大し､2階をヤングミセス､3階をヤングにそれぞれ特化し､女 
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性衣料ブランドを強化○地下1階にシンガポール系ベーカリーシヨツ 

プ｢ブレッドトーク｣導入o 

出所:矢作敏行(宿) (2011) 『日本の優秀小売企業の底力』日本経済新聞出

版 社 　PP.332-333 よ り 作 成

組織運営上で従業員の定着率が向上し,接客サービスの徹底が図れるよう

になり､サービスの質の向上と固定費節減も可能となり,有名テナントの入

居希望を受け､消費者ニーズに応じた店作りが可能となっている｡こうした

テナントのマネジメントを中心とする店舗運営形態が定着することにより,

テナント管理のノウハウが蓄積され､多店舗展開することと相まって､テナ

ント間の競争の醸成にも繋がっている29｡人材育成の面からみると､中国で

事業展開して以来､いかに日本式のサービスを提供するために､優秀な人材

を日本本社に派遣し､短期間の研修を受けさせ､また､日本本社から中国に

研修の講師を送り込み､長沙現地で社員教育を行い､専門知識の持つ人材を

育成することに力を注いできた30｡

さらに､平和堂はポイントカードや自社クレジットカードを発行し,集客

力を高めてきた｡テナントに対する経営指導･管理等の競争要素によって､

平和堂の持続的な競争優位性が保たれている31｡

7. 6 　 ラ オ ッ ク ス

7. 6. 1 　 ラ オ ッ ク ス の 概 況

ラオックスは1930年に東京墨田区で創業され,電気器具の行商として事
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業が始まり､ 1939年に谷口商店が開店し､ラオックスの源流となった｡ 1948

年には谷口商店が谷口電機株式会社に商号を変更し､ 1963年に千葉店の開

店を皮切りに郊外に多店舗展開を開始した｡ 1976年9月に新社名をラオッ

クス株式会社と変更した｡その後,コンピュータ専門店である｢ザ･コンピ

ュータ館｣や総合エンターテインメントショップ｢ASOBITCITY｣などを開店し､

東京証券取引所市場第二部に上場し､販売ネットワークを拡大してきた｡

しかし､ 1980年代後半から注力したパソコン関連の販売は, 2000年代に

入り,業績が落ち込み､大型店舗の出店が失敗に至り､また同業態間の激し

い競争に陥り､業績の悪化が続き､経営危機に陥った｡

このような状況の中､ 2009年6月28日に中国家電量販店大手の蘇寧雲商

集団はラオックスの第三者割当増資を引き受け､ 8億円でラオックスの株式

27.36%を買収し､筆頭株主となった｡買収の目的としては,経営ノウハウ

の吸収､共同仕入れや売れ筋商品の相互供給による提携強化､人材教育･訓

練での提携､またサービス方式､価格戦略､ローコスト運営などの店舗運営

ノウハウの吸収にあると考えられる32｡また､蘇寧雲商集団の孫為民総裁は､

ラオックスの買収について､｢これは中国小売企業にとって初の海外進出で､

蘇寧電器の国際化戦略にとって初の投資国際化だ｡ラオックスの買収は単純

な投資行為ではなく､その目的は国内経営に対するイノベーション･モデル

チェンジの場を提供することだ｡日本のデザインや経営方法等を吸収し,中

国に導入することができる｣と述べている33｡この買収は､日本の上場小売

企業に対する初めての中国企業による買収事業であり､また中国の家電量販

店による初めての海外進出という象徴的な意味もある｡両社業務の提携を緊

密に仲介していたのは当時ラオックスの経営幹部であった羅恰文民である｡

2009年8月に､羅恰文民は代表取締役社長に就任し､ラオックスが中国
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人観光客向けの免税店として再建を図ることとなった｡現在､ラオックスは

蘇寧雲商集団傘下のもとで,国内の店舗事業､中国での店舗事業､蘇寧雲商

集団との貿易仲介事業の3つを柱に､経営の立て直しを図っている最中であ

る34｡また､ラオックスは日本国内において家電量販店と専門店をメイン業

態として展開している｡

7. 6. 2 　 中 国 市 場 へ の 進 出 経 緯

中国での家電市場はこれまで日本と異なる商習慣を持っている｡中国の家

電小売業は､中国の小売チェーンの独特の不動産的経営方式を採用している｡

小売業者が陳列スペースをメーカーに有料で貸出し､商品代金を後払いにし､

販売員がメーカー側で用意するという販売方式をとっており､外資系小売企

業の場合､先に商品をメーカーから購入した後で販売する方法とはまったく

異なっている｡そこで､ベストバイの中国での拡大が遅々として進まない原

因がこれらの中国独特の商習慣にその一因があると言われてきた｡

日本式販売が浸透していない状況の中で､ラオックスは蘇寧雲商集団の傘

下のもと､事業再建の戦略の一環として､ 2010年5月に中国に現地法人(莱

購思上海商貿有限公司)を設立した｡このことの持つ意味は､ラオックスが

中国市場において蘇寧雲商集団にとっては家電量販店の業態多様化の担い

手になっているということになる｡さらには､それに加えて､蘇寧雲商集団

にとっては,日本のラオックスが中国人観光客の集客装置という位置づけも

与えられている｡

羅恰文民によると､中国進出の狙いとしては､今後中国からの日本への中

国人観光客の増加を見通し､日本への観光客を取り込むことを目標にしなが
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ら､中国現地での知名度を向上させることである｡すなわち､日本ラオック

ス免税店の集客に貢献することである｡また､日本ラオックスで購買した商

品のアフタサービスを提供するのも中国店舗の役割であると指摘している

35
⊂)

2010 年6 月 に､ ラ オ ッ ク ス は 上 海 で 楽 器 専 門1 号 店｢MUSICVOX 遠 東 店｣

を新規オープンした｡ 2011年8月に蘇寧雲商集団はラオックスの親会社に

なり, 11月に南京に100%子会社楽購仕(南京)商貿有限公司､楽購仕(南

京)商品採購有限公司を設立し､ 12月に南京市に総合家電量販店｢中国南

京銀河第1号店｣を新規オープンした｡ 2012年上海で総合家電量販店｢楽

購仕四川北路旗艦店｣を開業し､本格的な中国進出を始めた｡

2013 年9 月 現 在､ ラ オ ッ ク ス( 家 電 量 販 店: 楽 購 仕) は, 南 京､ 上 海,

北京,天津､アモイにおいて合計11店舗を展開している｡

近年,中国の電子商取引が急速に発展し､ラオックス中国は2013年3月

に富士通と組み､中国向けのインターネット通信販売事業に参加し､ 4月1

日から本格的に始動した｡取扱品目は日本製品が中心で中国市場向けに提供

する実店舗とは品揃えの違いを打ち出している｡同社が成長の軸と位置付け

る中国事業で､収益源の開拓を急いでいる｡現在､親会社蘇寧雲商集団のサ

ポートのもとで､ラオックスは販売ネットワークを拡大し､家電量販店と通

販を主力業態として展開している｡

7. 6. 3 　 中 国 で の 事 業 展 開

ラオックスは経営戦略としては､日本の大型家電量販店を中国で標準化す

るのではなく､日本のブランドを扱いながら,日本式の管理方式を運用し､
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中国現地の事情に合わせた部分適応戦略を行い､店舗作りをしている｡中国

での出店先としては､各地域の都市発展計画に従い､経済が発達している沿

岸部大都市､またマーケットの大きな地方都市､ GDP成長率や消費需要の高

い地域を選択し､ ｢蘇寧電器｣と同じ商圏に出店することもある｡ラオックス

は中国の富裕層とこれから拡大していく中間所得層をターゲットにしてい

る｡また各店舗においては､地域性にあわせ､商品の構成を頻繁に見直し､

常に変化し多様化している消費者のニーズに対応している36｡

ラオックスは蘇寧雲商集団と平行に店舗展開を行い､ ｢蘇寧電器｣と｢ラオ

ックス37｣という二つのブランドで､店舗コンセプトを区別しながら事業展

開している｡

｢蘇寧電器｣という伝統的な中国式家電量販店と対象に､ ｢ラオックス｣は日

本で蓄積されてきたノウハウ､日本式の管理方式と高水準のサービスを提供

しながら､日本から輸入商品と中国現地のブランドを融合した品揃えで､家

電を中心に､日本文化に関連する生活用品やアニメ､玩具などのサブカルチ

ャー商品も提供している｡ ｢ラオックス｣の商品構成は店舗ごとに異なるが､

輸入品の割合は｢蘇寧電器｣と比べ圧倒的に高い｡例えば､上海四川北路店に

おいては､輸入品は全商品の50%以上を占めており､その中では､日本ラオ

ックスのサプライチェーンを経由し､日本メーカのテレビ､冷蔵庫､カメラ､

玩具､アニメの関連商品などの割合は非常に高く､上海市場において､輸入

品数の一番豊富な店舗になっている｡また､上海現地の他の家電量販店と商

品品揃えで差別化を図っている38｡

商品調達に関して,輸入品は日本ラオックスを経由し､中国に日本の商品

を導入するに対し､中国国内の商品の調達､物流､アフターサービスなどは

すべて蘇寧雲商集団のインフラを利用している39｡
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中国の各店舗においては､店長は商品販促の仕方､品揃え､店舗プロモー

ションの方法などに関してある程度の裁量権を持っており､来店する顧客の

調査や情報のフィードバックも店長の裁量で行っている｡

また､社員教育の面から見ると､販売員の研修は店舗内において1ケ月ご

とに行い､蘇寧雲商集団本社での研修は3ケ月一回､中間管理層の研修は年

二回､店長の研修は年一回のペースで行われているo　このような頻繁な研修

によって,社員のモチベーションが高まり､現場で高水準なサービスや商品

に関する知識が提供されている｡ユニークな事例としては一つ挙げられる｡

上海地域においては､古い住宅施設はいまだに多数存在しているが,生活水

準の上昇により､大型家電の需要も増している｡例えば大容量冷蔵庫の需要

は増えているが､古い住宅施設において､階段の傾斜が急であり､また狭い

ままであり､配達と運搬は非常に困難な状況になっている｡ラオックスの社

員と配達員は顧客の住宅の条件に合わせ､冷蔵庫のドアを外して届け､また

その場で冷蔵庫を組み立てなおし､顧客の問題解決の視点に立った対応をし

て い る40｡

ここで強調すべきなのは､ラオックス社長羅恰文民のリーダシップと意思

決定である｡ラオッスクが経営危機に陥った際に､羅氏は蘇寧雲商集団とラ

オックスの提携を積極的に仲介し､両者提携に結びつけた｡社長就任後,中

国観光客の増加を予想し,ラオックスを免税店に転換する方針を定めた｡ま

た､積極的に蘇寧雲商集団と信頼関係を築き､蘇寧雲商集団から融資やサポ

ートを受けながら､中国市場の進出を果してきた｡さらに､羅氏は日本のス

ーパーマーケットのマルエツと蘇寧雲商集団の合弁会社設立についても積

極的に仲介役を果たし､蘇寧雲商集団の非家電業態の拡張ならびに小売莱総

合化の一環として中国での日本式のスーパーマーケットの展開を支援して
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いる｡蘇寧雲商集団とラオックスは貿易仲介事業を活用して､日本のラオッ

クスでの商品の相互供給を行い､ラオックス日本と中国事業のシナジー効果

を計っている｡

7. 7 　 ま と め

中国市場においては数多くの国内外の小売企業が展開するようになって

おり､激しい競争が繰り返っている｡同じ経営環境の下に置かれ､競合他社

より優れた業績を挙げている企業は存在しており､そこで問われるのは企業

の組織能力である｡本章においては､中国市場に事業展開している小売企業

の事例を考察し､各小売企業が自社の優位性を活用し､政府の行政介入､消

費市場の成長､さらには企業間競争の液化などを背景に中国市場において､

小売業態の多様化を進め､他社より優れた成果を得ている要因を突き止めた｡

分析の結果は図表7-10の通りである｡

図表7-10　事例研究のまとめ

企 業 俛 進 出 年 度 仂iB 組 織 能 力 ĀĀĀĀ

百聯集団 hﾙ2003 忍Dtﾕ:B4ﾚD5e:Bﾂ国有企業､地域経済と緊密性､学習 能力､企業内部の再編成などo ĀĀĀĀĀĀĀĀ

カ ル フ ー ル H81995 杯ﾕ:D ЙBﾂ 独 自 業 態､ 人 材 育 成､ 分 権 的 な 管 理 ĀĀĀĀĀ

ン ス 劍5h5X8,vĀĀĀĀ

イオン ｩgｲ1995 杯ﾕ:E4ﾚB5e:E4:B多業態展開､徹底的な現地化戦略な どo ĀĀĀĀ
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SS､ 他 Ā

平和堂 ｩgｲ1994 忍経営者の意思決定､現地市場への適 応化､社員教育などo ĀĀĀĀ

ラオックス ｩgｲ2010 ZDT2ﾂ52経営者の意思決定､現地市場への部 分適応､中国ナンバーワンの蘇寧雲 商集団のSCMやアフターサービスの インフラ活用､社員の高いモチベ- ン′ヨンo ĀĀĀĀĀ

出所:筆者作成

上記事例の研究を通して､各社は市場に進出後,政府政策のもとで､消費

需要の変化に応じ,厳しい競争環境において､競合他社より優れた経営資源

や組織能力の優位性を発揮し､今日の規模まで拡大できたことが確認できる｡

ここで､事例分析､およびインタビューをベースに､企業の発展と業態多様

化を推進する小売企業の組織能力を整理してみよう｡事例研究を通して,企

業の組織能力は大枠に戦略要因､組織要因､技術要因という3つの街域に集

約できる｡すなわち,小売企業は戦略面においては､自社を軸とした経営者

のリーダーシップを持ち,優れた経営戦略を行う能力､また,組織上で､専

門小売知識の持つ人材を育成し､学習能力を向上させる能力､さらに,技術

面では､自社の経営資源を活用し､小売業態や商品を開発する能力が問われ

る｡

また､本章で取りあげる5社の事例は､独自の小売業態､市場に適合する

小売業態の導入を出発点に優れた成果を挙げている会社と､企業経営者のリ

ーダーシップ･意思決定を出発点に経営戦略が定められ､自社の優位性を発

196



挿してきた会社に分けられる｡

小売業態の導入を出発点にする小売企業(百聯集団､カルフール､イオン)

は､市場に参入する際に､独自の小売業態,市場に適応する業態を中国市場

に導入し､競争相手より業態の優位性や多業態で展開する戦略を取り､良い

成果を出している｡また､企業経営者の役割を出発点にする企業(平和堂､

ラオックス)は経営者のリーダーシップを発揮し､進出する市場の選択や導

入する業態を的確に判断し､さらに自社の経営戦略を加え､競争優位性を獲

得している｡

百聯集団は上海政府の主導により合併し､消費市場に適合する多業態展開

から始まり､その後消費市場の成長を背景に､新業態の導入を行ってきた｡

国有企業でありながら､政府の支持や巨大な資本力という組織上の優位性を

持ち､地域密着型経営のような組織能力を有し､上海を拠点に全国規模での

販売ネットワークを構築しようとしている｡国内の小売企業という特質を持

ち､中国文化､習慣などを熟知している能力を活かし,消費者ニーズに適合

する業態の開発と提供ができると考えられる｡グループ内に卸売機能を果す

企業があり､商品調達,商品供給といったサプライチェーンマネジメントシ

ステムで独自の能力を蓄積している｡また再編成により､ディベロッパーを

傘下に収め､店舗の出店立地から,サプライチェーン､販売ネットワークの

構築といった一連の業務システム面で傑出した能力を構築し､すでに多業態

で展開している状況をベースに,その優れた学習能力を加え,海外の先進的

な経営ノウハウや小売技術を学習し､企業の持続的な発展やさらなる多業態

での展開を図っている｡

カルフールは中国に進出する際に､母国の主力業態-ハイパーマーケット

を中国に導入し､迅速に店舗展開を行っていった｡当時､中国市場にとって
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ユニークなハイパーマーケット業態を有し､独自な市場戦略をとり､他の

国･地域で蓄積してきた店舗運営の経験､ノウハウ､先進的な小売技術など

の業務面の能力を活用し､中間所得層の拡大を背景に､沿岸部から内陸部へ

の進出を加速し､進出地域の消費者ニーズの多様化に応じた業態の多業態化

を推進してきている｡

また組織上においては､カルフールは現地従業員に対する近代的な小売技

術のトレーニングを通し､小売技術の専門家を積極的に育成することで､迅

速かつ大規模な店舗拡大を維持してきた｡分権的な管理システムを実施し､

店舗責任者に意思決定の権限を与えることで､消費者ニーズまたその変化に

迅速かつ適切な対応をしており､管理システム面の能力が優れているといえ

る｡さらに,商品調達の集中管理､サプライヤー管理システム､バイイング

パワーなどの競争優位性を持つ組織能力の活用によって､中国都市部のみな

らず,内陸部の店舗展開を加速している｡

イオンは地域に密着したドミナント･多業態戦略を採用している｡イオン

はカルフールとほぼ同時に中国市場に進出を果たし､最初に大型店舗の出店

を選択してきたが､中国での発展状況を踏まえて,その後の異なる業態戦略

を実施してきた｡同じアジア文化圏に位置し､類似の文化や消費習慣などを

背景に､母国で蓄積され､優れた業態開発･運営する能力を応用し､出店先

の特性に合わせた業態を導入･運営している｡柔軟な業態戦略をとっており､

現地市場への適応を図ってきた｡また多数の地域法人が存在しており､同じ

地域内､また同じ業態内での意思決定が進めやすくなり,柔軟に消費者ニー

ズへ対応することを重視しようとしている｡店舗運営面での能力が優れてい

ると同時に､ 2012年にイオンは中国市場でPB商品の販売を開始し､今後業

務面の能力の蓄積を強化し始めている｡
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平和堂は中国において､母国の出店戦略を踏襲し､長沙市においてドミナ

ント戦略を行い､地域密着型の出店により中間所得層や高所得層をターゲッ

トとして､付加価値の高い商品を提供し収益向上を図り､徹底的な現地化戦

略を実行してきた｡経営者の強い意思と現地市政府の支持で､進出当時から

現地小売企業が模倣困難な日本式サービスを提供し､近隣店舗を増やし､さ

らに知名度を上げている｡近年､店舗運営面だけでなく､商品調達ブランド

確保などのような供給面の能力も増している｡総合スーパーから百貨店業態

に転換し､単一業態にも関わらず､多店舗展開によって収益を増やしている｡

つまり､日本で立案した総合スーパー業態にこだわらず､現地ニーズに応じ

て業態を創造するという組織能力の支えのもとで,平和堂は長抄において成

功を収めている｡

今後の店舗展開もショッピングセンターベースでアンカーテナントとし

て百貨店を中心に展開する予定である41｡必ずしも多業態の展開ではないが､

この事例は母国で準備していた成功モデルにとらわれず､中国市場に導入す

る際､現地で求められている業態を立ち上げることで成功し,平和堂にとっ

ては､現地市場への適応過程として､新業態を創出してきたユニークな事例

として位置づけることができるoとりわけ注目できる点としては､平和堂は､

2012年9月15日の中国湖南省の3店舗すべてに､反日デモによる破壊や略

奪という被害を受けた｡それにもかかわらず､デモ被害の後に､現地採用し

た中国人スタッフの再開への並々ならぬ熱意と努力それに湖南省政府によ

る強い再発防止の確約などを受けて､社長の夏原平和氏は｢中国でのビジネ

スはやり直せる｣と判断し,2013年4月28日には長沙市に4号店のAUX(輿

克斬)広場店をオープンし､ショッピングセンターのアンカーストアとして

のポジションを明確にし､独自の品揃えと全員参加の経営を打ち出すことで
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現地化を進めている42｡

ラオックスは蘇寧雲商集団に買収されたことをきっかけに､企業成長の一

環として中国進出を果してきた｡日本ラオックスというブランドを中国で展

開し､組織能力を発揮し､部分適応戦略を採用し､日本式の高水準のサービ

スを提供している｡親会社である蘇寧雲商集団の物流やサービスネットワー

クといったインフラをベースに､商品調達面で日本ラオックスと相互的に利

用することで､中国現地の家電量販店と差別化を図ってきた｡店舗運営面で

は､日本で蓄積された運営ノウハウを活かし､日本式のライフスタイルを提

供することで､進出先で日本の文化･ライフスタイルや経営方式を浸透させ

ている｡また､頻繁な社員研修によって､従業員のモチベーションを向上さ

せ,よりよいサービスの提供に努めている｡また､社長羅氏のリーグシップ

のもとで､迅速な意思決定をはかるために蘇寧雲商集団と日本で蓄積された

それぞれの組織能力を活用することで､ラオックスの日本国内での再建､中

国市場での日本式の家電小売業態の導入を行い発展をはかろうとしている｡

さらに､こうした中国事業展開は,中国からの来日観光客のラオックス日

本に対する認知度の向上や好感を持つことが期待されており,日本の店舗業

績の向上に貢献し,蘇寧雲商集団内および企業内のシナジー効果をもたらす

ように狙っている｡

各事例の考察を通し､中国の小売業態はWTO加盟以前､主に行政介入によ

って業態多様化が進められてきたが､ WTO加盟以降､行政介入が少なくなる

一方､市場における小売企業間の競争が激化し､消費規模の拡大､消費者ニ

ーズの多様化と中間所得層の増加を推進力として､小売業態の多様化がいっ

そう活発に行われるようになってきたことを確認することができる｡また,

戦略要因､組織要因､技術要因によって構成された組織能力において､業態
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選択を含む経営戦略や企業経営者のリーダーシップは重要なポジションを

示していることも確認できた｡

1 )蘇寧雲商集団股扮有限公司は中国最大手の家電専門量販店である｡ 2013

年2月に社名が｢蘇寧電器｣から｢蘇寧雲商集団股扮有限公司｣に商号を変更し,
店舗販売とインタネット通信販売､サービス業を融合したビジネスモデルへ
と転換し､家電販売専業から脱皮することを狙っている｡

2 )三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社において実施した国際事業

本部,グローバルコンサルティング部部長､百聯集団の元上級コンサルタン
ト､恩田達紀氏へのインタビューによる(∑oll/8/29)a

3 )専修大学において実施した三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社

国際事業本部,グローバルコンサルティング部部長,百聯集団の元上級コン
サルタント,恩田達紀氏へのインタビューによる(2011/10/20)0

4 ) Lisa,Q_S (2011) RetaiHnternationalization in China: Expansion of
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1. ま と め

(1)小売業態の多様化に影響を与える要因の分析

これまで､小売業はドメスティックな産業といわれてきたが､近年､小売

企業の大手が国境を越え､積極的に海外進出を行い､小売業国際化が活発化

している｡小売業国際化の急速な展開に対して､様々な視点で分析が試みら

れており､特に小売業の業態に関する研究が増えつつある｡しかし､このよ

うな研究の大半は欧米先進国に関するものであり､発展途上国･新興国に関

する業態の研究はまだまだ少ないといえる｡また､このような先行研究は参

入以前や参入自体に集中しており､参入後(業態の変化)や統合それに撤退

を含むトータルなプロセスの研究が不足している｡

今日､中国の小売業界においては､小売業の近代化が進んでおり､特に小

売業態の多様化が急速に発展している｡中国の小売業態は新しいさまざまな

業態が一斉に導入され､発展するという特徴を持っている｡ここに､中国に

おける小売業態の多様な発展について､小売国際化の理論をベースに業態多

様化のメカニズムを理論的に解明することの重要性が存在する｡

中国の小売業における小売業態の発展とその多様化のメカニズムを解明

する前提として,小売業態とは何か､また業態創出に関する先行研究の理論

仮説と問題点を検討した｡この分析を通して､業態をマクロレベルで位置づ

け､フォーマットやフォーミュラをミクロレベルで表現し位置づける捉え方

から､小売業態が共通の小売ミックスに基づいて類似の販売方法を実現して

いる戦略グループであると理解し,業態に関する分析がマクロレベルとミク
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ロレベルの両方から考察する必要性を提起している｡

第1章で議論してきたように,小売業態の多様化に関しては,業態の生成

と発展のメカニズムに焦点を当て､とくに政治的､経済的､社会文化的な環

境要因や消費者受容･企業間競争などの外部要因を明らかにすることで,哩

論的に小売業態を分析単位としたマクロレベルの分析を行ってきた｡それと

同時に､個別の小売企業に焦点を当て､個々の小売企業がどのように小売ミ

ックスを革新することで､多様な小売業態を創出するのかを検討し,このマ

クロとミクロの2つの視点の接合が小売業態を発展させる条件であること

を論じてきた｡

これまでの日本での商業や流通関連の学会においても､マクロレベルの業

態変動メカニズムとミクロレベルの業態創造･競争のプロセスをいかに連結

させ分析するかは業態研究に関する大きな課題となっているl｡本研究では,

小売業態の多様化はマクロ環境の影響を受ける一方,小売企業の組織能力

(ミクロ要因)の重要性にも依存するという相互関係を理論的な接近と事例

研究から明らかにしてきた｡

小売業態の生成･発展は社会環境に大きく影響される｡国の規制･文化,

競合状況､消費者ニーズの変化などによって既存業態をベースに異なる小売

業態が生まれる｡緩やかな規制環境で､経済が発展している地域ほど､小売

業態の多様化が進み､従来より効率的な手法をもとらすコストリーダー型の

業態多様化があり,また立地や品揃え､サービスなどでの差別化を目指す業

態多様化の場合もある｡また消費者は時間の経過とともに､新規業態につい

ての知識を蓄積し､新規業態を受容･利用するようになる｡消費者層が広が

ることに伴い,消費者ニーズの多様化に対応するため､小売企業の組織能力

の育成や拡充が求められる｡このような状況で小売企業は自社の経営資源を
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いかに利用し､既存の小売業態を拡大していくか､または新たな業態を確立

していくが戦略的な課題となる｡同じ経済環境のもとに置かれていても､企

業の組織能力の格差によって消費者の受容などが異なることで､業態の成長

や発展に違いが生れる｡小売業態は社会的な環境要因の影響を受ける一方､

消費者ニーズ､企業間の競争などによって､業態多様化が実現され､また小

売企業の組織能力の格差は企業の競争優位性をもたらし､業態の拡大や新規

業態の創造に結びつく｡つまり､小売業態の多様化はマクロ環境の影響を受

ける一方､小売企業の組織能力(ミクロ要因)の程度にも依存する(図表8

-1 を 参 照)｡

図表8-1　小売業態の多様化に影響を与える要因

出所:筆者作成

t ◎∴
(2)中国における小売業態多様化の特徴

本研究では､小売業態の多様化に焦点をあて､とくに成長を続ける中国市

場において､小売業態がどのように市場に導入され成長し､いかに多様化し

ているのか､中国の流通近代化のプロセスと関係づけながら､中国の小売業

態多様化のメカニズムの解明を主要な目的とした｡この研究を通し､中国に

206



おける小売業態の多様化は華人･華僑はじめ欧米及び日本の小売企業の影響

を強く受け､先進的な小売業態が中国市場に導入され､中国の国内企業はそ

れを模倣しながら発展してきたが､欧米や日本とは異なる発展の道を辿って

いることも明らかになった｡

本研究は中国における小売業態のダイナミズムを理解するため､政府の行

政介入､需要サイトの変化､小売企業間の競争､また企業の組織能力に焦点

を当て､中国小売業態の導入プロセスを考察し､業態多様化のメカニズムを

明らかにした｡つまり､中国市場においては､ 1990年代には､小売業にと

っては行政という政治的な外部要因に基づき､中国市場への新業態の導入が

行われた特徴を持っている｡その後､ 2000年代に入り､中国小売市場の発

展の特徴は､急速な経済成長と大規模な市場拡大､とりわけ中間層の増大を

背景に､短期間で多様な小売業態を同時に吸収するメカニズムが働いており､

時間的経過の下で段階的に小売業態が多様化する欧米の動向とは異なった

特徴を示している｡

前述してきたように､中国市場における小売業態発展のプロセスの特徴と

して､特にWTO加盟以前､ 90年代初期には,生鮮市場のような伝統的な販

売方式や国有百貨店などの業態が主要業態であり､チェーンストアの展開は

ほとんどない状態であった｡政府の行政介入により､当初は政府によって選

ばれた外資系小売企業のみが政府の求める業態を中国に進出させることが

認められ､近代的なセルフサービス販売方式が正式に中国市場で展開するよ

うになった｡ハイパーマーケットや総合スーパーなど｢スーパー｣と呼ばれる

革新的な小売チェーンが急成長するようになり, WTO加盟まで大型店舗の出

店競争が続いた｡市場全体からみると､様々な小売業態が中国市場に導入さ

れ､マクロレベルで中国の小売構造が業種面だけでなく､業態面からも多様
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性がもたらされることを意味していた｡外資系小売企業はチェーンストア展

開が認められたが､行政介入により､地域･店舗数などが制限され､全国へ

の出店はできず､主に沿岸部の都市や大都市において大型業態の出店に留ま

った｡また､中国に参入した企業は華人･華僑資本の企業が欧米企業より多

かった点も指摘できる｡

WTO加盟以降､特にオリンピックや上海国際博覧会の開催後､高度経済急

成長の恩恵を受けた｢スーパー｣は個性化･多様化する消費者の欲求を的確に

捉えることができなくなってきた｡都市における大型店舗の飽和や都市計画

による大型店舗の出店規制などの影響を受け､ショッピングセンターやネイ

バーフッドマーケットなどの新しい業態も中国市場に導入され､中国小売業

態の多様化はいっそう促進された｡ WTO加盟条約により､出店先や店舗数

の制限などが撤廃され､外資系小売企業は大都市から内陸部へのチェーンス

トア展開を加速した｡経済成長を背景に需要の変化と競争関係の激化を通し

て､各企業がライバルとの差別化やより多くの顧客獲得のために､多業態の

経営方針を採用する傾向が見られるようになってきた｡行政介入が次第に緩

和され､中間所得層の増大を背景に,日欧米の大手小売企業が中国市場への

参入がいっそう加速され､多様な消費者のニーズに対応するために､大型業

態に限らず､小型業態の導入も推進するようになった(図表8-2を参照)0

さらに､ 2010年9月､中央政府の行政介入により､インターネットによる

通信販売を外資企業に解禁し2､新しい業態による外資系小売業の参入が加

速している｡
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図表8-2　企業進出の規制変化および消費市場の変化

項 目 埠D k WTO 加 盟 以 後 
進出企業に対する規制と出店の変化 

行 政 介 入 ﾙWｹﾘ゚ H*ｩﾘ*" 政 府 政 策 が 少 な く な る ĀĀĀĀ

経 営 形 態 俘y] 合 弁 会 社､ 独 資 会 社  ĀĀĀ

外 資 系 の 出 資 率 鉄X 決 屬 出 資 制 限 を 撤 廃 ĀĀ

地 理 的 制 限 侘.8.ｨ. 闔b 地 理 的 の 制 限 を 撤 廃 ĀĀĀĀ

主 要 な 展 開 地 域 渥ﾙYB 沿 岸 部 か ら 内 陸 部 に 移 行 ĀĀ

チェーンストア 5云ﾈ決妛Hｬ(*x､｢制限を撤廃,急速に展開 ĀĀĀĀĀĀ

出 店 戦 略 ｮ 仂bｼiB1 企 業. 多 業 態 ĀĀĀĀ

業 態 Xﾅ 霈iH/(i2 大 型 業 態 と 小 型 業 態 が 併 存 ĀĀĀĀĀ

消費市場の変化 

主 要 な 消 費 層 儼 靺)r 中 間 所 得 層 ĀĀ

消費需要 廁ｦ倡Xﾏﾂ嘩好品､便利性消費､ ブランド品 ĀĀĀ

出所:筆者作成

外資系小売企業に対して､内陸部の各地方において､免税,立地などの優

遇政策を行い､積極的に外資を誘致しているが,沿岸部の大都市においては､

優遇政策をなくし､国内小売企業と同じ待遇にし､都市中心部においては,

大型店の出店について規制する政策も出すようになった｡消費需要は小売業

態の多様化に大きな影響を与えるようになり､その一方で､中国政府は立地

や出店という基本の部分では行政介入を行いながら､小売業の発展をガイド

してきている｡この市場経済化と行政介入の併存が中国小売業態の多様化を

生み出してきた特徴と言える｡

また,中国市場における小売企業の事例研究を通して,組織能力の観点か
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ら同業他社より優れた成果を実現している要因を突き止め､中国小売業の多

様化の推進に貢献してきた関係を明らかにしてきた｡

(3)中国における小売業態多様化のメカニズム

上記の分析のように､中国小売業態の多様化は政府の行政介入より､先進

的な多様な小売業態が一気に中国市場に導入され,発展するようになった｡

進出後､市場メカニズム､企業間の競争などの影響を受け､小売企業は冒社

の組織能力を利用し､消費者のニーズに対応するため､多業態で展開するよ

うになった(図表8-3を参照) ｡社会主義の中国では常に中央政府の計画

の下で行動し影響を受けているo小売業は無論その影響を受けているo　自由

競争の市場経済を実施している中でも､常に行政介入が機能しており､市場

の発展レベルにより行政介入の程度が調整されている｡日本において､そも

そもコンビニエンスストアが本格的に導入されたのが,大店法が施行された

1974年であり､売り場面積で規制のかからない条件が大手総合スーパーの

コンビニエンスストア業態への参入と出店を加速した｡これは端的に小売業

への行政介入の結果として生み出されたものであった｡さらに2000年に入

って大店法が廃止され､コンビニエンスストアの特権である年中無休･長時

間営業は他の業態でも可能となり､行政による規制緩和はコンビニエンスス

トア業態のあり方を変質させ､さらには2006年の都市計画法の改正は郊外

大型店の出店規制を生み出し､スーパーやドラッグストア,小型スーパーと

の競合からの差別化を図る動きが活発化して､コンビニエンスストア業態の

変容を生み出している｡このように､コンビニエンスストア業態の例からも,

先進国における市場成熟に伴って､行政介入サイクルが働いている点を確認

することができる｡最近の韓国の大型店の日曜営業規制やイタリアなど欧州
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での古くから宗教的･労働者保護視点からの日曜営業や営業時間規制にも大

型店や長時間営業に抵触しない小売業態への投資行動に明らかである｡最近

は､日本において行政介入としての流通政策が小売業態の発展や変容にどの

ような影響を及ぼしたのかを統計資料を駆使して論証した研究も提起され

ており､本論文の論点を裏付けている3｡

図表8-3　中国における小売業態の多様化に関する展開メカニズム
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出所:筆者作成

中国小売業の多様化に､政府の行政介入が大きな役割を果たしてきた一方､

今後も影響し続けることが考えられるが､企業の経営者の役割や企業の組柘

能力の役割も､小売業態の発展に大きな影響力を持つようになると考えられ

る｡

そこで中国で事業展開している小売企業は大枠3つの分類ができる｡まず,

外資系小売企業は既述のように､中国に進出した当時､主に沿岸部の大都市

を拠点に単一企業の進出から始まり､近年規制緩和や消費需要の変化(中間

所得層の増加) ､また企業間の競争が激化しているなどの影響を受け､経済

が発展している沿岸部だけでなく､急速に成長する内陸部にも焦点を当て､

多業態での出店に転換している｡また､国内資本の大手小売企業(主に国有

企業)は外資小売企業の活発な進出を受けて､民営化への移行や消費者ニー

ズへの対応に迫られ､政府支持による好立地と豊富な資金力を活用しながら､

M&Aよって企業規模の拡大や､企業グループの形成､全国における販売ネッ

トワークの整備､多数の優秀な小売人材のスカウトなどで､中国の大都市で

規模の追求や多業態での経営に取り組んできた｡そして､各地域における地

方小売企業は地方政府出資の小売企業､また民営企業がほとんどである｡こ

れらの小売企業は資金や人材など制限を受け,他地域での出店は難しいと考

えられる｡地元商圏の拡大を求めるために､既存業態の増加と多業態の展開

が考えられる｡

中国市場において事業を展開している小売企業は時間的経過とともに､地

域の消費者ニーズの変化や競合企業との業態同質化を反映して､次第に複数

の業態を組み合わせた､いわゆる1企業1業態から､ 1企業多業態戦略が重
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祝される傾向が現れている｡この点を､中国市場における小売企業の事例研

究を通して､組織能力の観点から同業他社より優れた成果を実現している要

因をとらえることで､中国小売業の業態多様化に寄与している関係を明らか

にてきた｡

また､第1章で紹介したビッグ･ミドルのコンセプトから中国小売市場を

位置づけておこう｡小売業を開放して以来､様々な小売業態が中国に参入し

てきており､参入した当時､低所得層をターゲットとする低価格小売企業だ

けでなく､高所得層をターゲットとするイノベーターのような小売企業も､

中間所得層の増加につれ､中間所得層もターゲットとするようになった｡ま

た中間所得層とターゲットとする小売業者はさらに市場を拡大しようとす

るために､そこで､新しいタイプの小売業が増え,中国市場における小売業

の業態が多様化している｡ただし､ここでイノベーターを高価格小売業にの

み限定しているのは問題であるが､ビッグ･ミドルのコンセプトを利用する

と､中国の小売業の業態の発展と業態多様化の関係を整理するのに有効な方

法であることを確認することができる｡小売業国際化の先行研究は､これま

で小売業態について,その発展や多様化のメカニズムについて十分な考察を

欠落させてきたという指摘もある4｡さらにこれに加えて,小売企業の業態

の研究には1企業1業態を暗黙に想定してきたという点からの､小売国際化

の業態研究への新たな問題点も提起されている5｡

本研究とこのビッグ･ミドルのコンセプトの関係で強調したいことは､中

国や他の新興国での小売業態の発展を考察する場合には､この小売業態の発

展過程で､資本主義的市場メカニズムに比べて､政府の行政介入の存在や役

割を対象とするアプローチが大きな影響力を発揮している点である｡小売業

態の研究を深めるために､中国における小売業態の発展モデルに新たな仮説
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が必要になっている｡ビッグ･ミドル形成過程の前段階では､中国やインド

のような新興国では､行政介入が小売業態の発展に大きな影響を果たすこと

が確認できる｡このため市場システムによるビッグ･ミドル形成と小売業態

の発展および多様化に対して､図表8-4のような形での行政介入を組み込

んだ新たな小売業態発展の仮説が求められていることを問題提起しておき

たい｡

図表8-4　中国市場におけるビッグ･ミドル市場と行政介入

′~~ 　 一 一

l･qJ
ヽ- - 一 ′

出所:政府介入の役割は筆者がその重要性を考慮して追加したものである｡

また,本論文では､中国消費者ニーズの現状を把握するため､北京地域を

絞りアンケート調査を行ってきた｡その分析の結果から見ると､アンケート

調査を通し､北京市場における消費者の経済格差の考察ができた｡高所得層

と低所得層の格差が鮮明に現れており､北京市場における主力な消費層は中

間所得層である｡所得水準によってよく利用する小売業態と企業のタイプと

の関係に興味深い動向を確認できる｡つまり､低所得層が国内小売企業で食

品を中心に取り扱うスーパーマーケットを好むに対し,中間所得層と高所得

層が外資系小売企業の利用率が高く､ワンストップショッピングのできる総
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合スーパー業態を志向していることが明らかになっている｡

北京は以前から経済開放･開放政策を実施する中心地として位置づけられ

ている｡外資系小売企業の多くは北京を拠点に､中間所得層と高所得層をタ

ーゲットに業態展開を行ってきた｡三菱UFJコンサルティング株式会社の

調査データを参照すると､北京における中間所得層はすでに全世帯の半数以

上を占めており､北京市場の主力な消費層になっている｡それは中国中央政

府の行政介入の恩恵を受けた原因に大きく関わっている｡経済改革･開放政

策を通して､北京､上海などの主要都市が急成長し､消費生活の向上やライ

フスタイルの多様化が進んでいる｡その中,中流意識が拡大し､所得倍増の

北京においては､中間所得層をはじめ､大衆消費社会が生成し､需要の拡大

を引き起こすことになった｡近年､さらに経済成長を実現させる好循環の環

境が生まれている｡

このような中間所得層の拡大と経済成長という好循環は社会の安定に大

きな役割を果すことになる｡これはまた中国の社会主義の経済発展促進の原

動力になり､このことを通して､中国政府の行政介入の役割が小売業の業態

発展に与えた大きな影響を確認することができる｡

2.本研究の貢献

本研究は､中国における小売業態の多様化に影響を及ぼす要因の分析より､

中国小売市場での業態発展および業態多様化のメカニズムを明らかにし､さ

らには小売業態研究における業態多様化に関する理論的かつ体系的な分析

に役に立つことが指摘できる｡また新興国市場､特に行政介入を行っている

国･地域において,成功を目指す小売企業にとって重要な経営的な示唆を提
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供していることが考えられる｡

これまでの中国の小売業態に関する先行研究では､ WTO加盟以前行政介入

による業態の導入や事実考察がメインであった｡中国国内の研究においては､

小売業研究の先駆者と言われる李飛氏(2009)は政府の経済改革･開放政策

の実施､小売業の対外開放のプロセスおよび小売業態発展への影響,小売業

態の発展現状などについて､有益な研究を成果を得ている一方､当該研究は

行政介入の政策を時系列に考察するに留まり､行政介入がいかにパラレルに

小売業態の多様化に対応しているのか､また国内外の小売企業がマクロ環境

の変化にどのように対応してきたのかに焦点を当てるのみで､ミクロレベル

の要因やそのための研究までは言及されていないと指摘できる｡村民(2007)

は中国市場と日本およびアメリカとの比較研究を行い､行政介入を中心に業

態の変化を分析し､マクロレベルで研究を進めてきたが､外資系小売企業が

中国市場に参入した後の業態の変化や消費市場の変化などに関する考察は

行っていない点が指摘できる｡また､ Lisa (2011)は中国市場における外資

系小売企業の拡張プロセスに対してどのような環境変化や国特有の要因が

影響するかについて分析し､またより良い立地選定を行うために企業の組織

能力や企業固有の要因を改善することを提唱しており,この点について優れ

た考察を行っているo　しかし, Lisaの研究はマクロレベルで2008年以前の

行政介入と外資系小売企業の関係を中心に分析しており､消費需要の変化を

定量的な分析視点で捉えることはしておらず､国内小売企業に対する分析も

十分に行われていない｡さらに企業間の焼烈な競争に関する分析も拡張プロ

セスの分析枠組みの中に十分に組み込まれているとは言い難い｡

上述したように､中国は経済改革･開放政策を実施して以来,外資系小売

企業の進出が続き､巨大小売企業間の競争が世界的な規模で展開されるよう
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になり､国際的な視野からの小売マーケテイングや小売業態の理論的な研究

の必要性が強まってきている｡中国の小売業態論について､これまでの研究

の蓄積は必ずしも十分ではなく､どのような条件の下で小売業態が発展し,

業態多様化が生れるのかについての体系的な研究が､研究面でも､実務面で

も求められている｡

本研究の研究意義と貢献はこれまでの中国小売業態に関する研究の限界

を克服しようとした点にある｡先行研究のマクロ分析は行政介入の変化が中

国小売業態の多様化にどのように影響を与えてきたかの点で高く評価でき

るが､市場における企業間競争の激化､市場メカニズムの変化､また､消費

者行動､小売企の組織能力などを取り込んだ統括的な研究は極めて少ないと

はいえる｡本研究はこの意味で,上記の限界を克服し､中国における行政介

入と外資系小売業の業態選択の関係を体系的に考察し､さらに行政介入や需

要サイトの双方の変化を時系列的に考慮して､外資系小売企業が中国に進出

してからの業態変化を詳細に分析すると同時に,ミクロレベルで消費者アン

ケート調査から､所得階層別に消費者の小売業態選択を明らかにすることで､

多様な消費者ニーズに応えるための小売企業の組織能力の重要性に注目し､

小売業態の多様化の実態を考察してきた｡その結果､図表8-1で示したよ

うに､小売業態の多様化に影響を与える要因としては､大枠でマクロレベル

で政府の行政介入､市場メカニズム､企業間の競争､ミクロレベルで企業の

組織能力という4つの要因で構成されることを明らかにしてきた｡

中国市場における小売業の未発達､成長､成熟していくプロセスの考察を

通して､政府の行政介入の役割､サイクルがいかに小売業態の発展や業態多

様化を推進したのかについて従来以上の説明力を与えた｡また､このような

マクロ分析をベースに､ミクロ分析を加え､行政介入の要因以外に小売業態
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の変容をもたらすはかの要因も明確にした点が評価できる｡

中国小売業態の多様化の研究を通して発見できたこと､また問題提案でき

ることは､他の新興国での中間層の拡大を軸とした消費市場の成長の中で､

多様な小売業態が発展し､消費者の豊かな選択を可能にするためには､政府

の介入が果す影響､消費市場の成長､さらには小売企業の組織能力という要

因が適切に組み合わさって大きな力になっていることを明確にできたこと､

また､成熟した市場でも､従来の市場メカニズム一辺倒の小売業態発展仮説

ではなく､この要因関連のメカニズムを利用することで､研究面でも､実務

面でも有効な戦略マップが得られることである｡

さらに､中国と類似する行政介入の強い新興市場において､中国市場の研

究を通して､小売企業がいかに政府政策に対処すべきか､また小売企業が市

場変化にいかに効果的に対応すべきかについてヒントを提供しているa

3.小売企業の経営に関する示唆

中国市場で事業展開する外資系小売業者のみならず､国内小売企業も舌め,

この研究で明らかにされた要因に基づいて示唆を与えることができる｡

中国における外部環境と中国という国を理解することは小売企業にとっ

て決定的に重要な要因である｡政府政策を支持すること､法律や規制に従う

こと,それに中国の国に固有の要因を理解することは小売企業､特に外資系

小売企業の拡張に大きなベネフィットをもたらすであろう｡また､常に消費

市場の変化に注目すべきである｡近年,所得水準の上昇と生活水準の改善は

中間所得層と都市人口の成長に正の影響を与え､小売企業の成長に良い機会

を生み出してきた｡消費者ニーズの多様化･個性化により,利便性､専門化､
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高級化などが求められるようになり,消費者ニーズに適応できる小売企業が

さらなる成長が期待できる｡さらに､小売企業は企業間の競争などによって､

学習を通して企業の組織能力を高め､自社の競争優位性を強化すべきであろ

う｡

また､アンケート分析を通して､消費者の業態に対する評価をもとに､北

京市場ないし同発展水準の消費市場に進出する小売企業に示唆を与える｡分

析の結果からみると､低所得層をターゲットにする小売企業と小売業態は店

内の清掃､雰囲気､明るさ､レイアウト､店員対応のような売場･サービス､

商品の品質､特売､新鮮さなどの商品属性を重視し､購買環境･店舗作りと

商品に注意を払うべきであろう｡営業時間､ワンストップショッピング､店

舗立地などのような店舗の利便性を求める高所得層にとっては､このような

条件を揃えた総合スーパーや百貨店などのような業態が主役になると考え

られる｡現在､市場の規模として最も購買力を持っている中間所得層をター

ゲットにする小売企業は多様な消費者ニーズを満たすために､多様な業意の

提供が必要になっている｡中間所得層は売場･サービスを最も重視し,店舗

が提供するサービス､売場の清掃状況,雰囲気などを求めている｡このよう

な条件をベースに､さらに付加価値のあるサービスや商品の提供で､中間所

得層をターゲットにする小売業態作りが必要になっているといえる｡

4.今後の課題

本研究では､先行研究､企業経営者へのインタビュー､店舗視察､各社の

アニュアルレポートの分析,事例分析､ならびに消費者のアンケートなどを

通して､中国小売業の業態多様化のメカニズムについて分析を行った｡そこ
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で､中国および新興市場において事業展開する小売企業の経営に対しても一

定の示唆を与えていると考えるが､十分に取り扱えなかった課題や限界もあ

る｡

まず､本研究での事例研究は､中国小売業の業態多様化の実態把握の狙い

から幾つかの事例を取り上げたが､十分な数の事例であったかという点で課

題を残している｡中国市場で事業展開している大手の企業だけでなく､後発

優位性を実現している外資系小売企業や､また国内の民営企業などはどのよ

うに小売事業を展開し､多業態化を図ってきたのかなどについて,この間題

からの考察をさらに進化させる必要がある｡

また､定量的な分析においては､調査の時間と予算などの制限で､北京市

場を中心に行ってきた｡上海､広州のような大都市,また武漢､成都,落陽

などのような地方中心部の消費需要に関する研究調査を行い､その地域性が

小売企業の展開や業態多様化にどのような影響を与えるのかについてはさ

らに研究を深めていくべきである｡

今後は,これらの課題を踏まえ,小売業の業態多様化に関する理論面の研

究および実務面の応用に対してさらなる知見が提起できるようにいっそう

の努力を継続していきたいと考えている｡

1 )近藤公彦(2010) ｢業態研究のフロンティアー革新の組織能力の視点から-｣
『日本商業学会第60回全国研究大会報告論集』日本商業学会　P.41｡矢作敏

行(2013) ｢小売業とイノベーション｣､石原武政(2013) ｢小売業態論･イノ

ベーション研究の課題｣ 『日本商業学会第63回全国研究大会　報告集』日本

商 業 学 会 　PP.35-380 ｢ な お, 矢 作 氏 は, 2013 年5 月15 日 の 日 本 商 業 学 会 第

63回全国研究大会(立命館大学びわこ･くさつキャンパス)基調講演｢小売

業におけるイノベーションをどう考えるべきか:小売業とイノベーション｣
において,小売業態論の概念について､ ①小売業態価値論としてマクロ的な

視点から｢革新者はディスカウンターか否か等ではなく,より高い価値と顧
客満足を提供する新しい営業形態として現れる｣ことを強調し､ ②小売流通
システム(小売事業システム､小売イノベーション･モデル,小売事業モデ
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ル)革新論としてミクロ的な視点からは,商品調達や商品供給､組織形態を

含む小売流通システムの革新として起こることを区分して,この①と②の概
念の統合を強調する｡さらに②のイノベーションを生み出すために組織能力
に注目し､業務システムから生み出される部分と,市場戦略から生み出され
る部分を指摘している｡矢作敏行｢小売業とイノベーション｣配布資料レジ
ュ メ 　PP.2-40 ｣

2) 2010 年9 月10 日､ 中 国 政 府( 商 務 部) は 外 資 系 企 業 に イ ン タ ー ネ ッ ト 通

販を解禁すると発表した｡中国に進出済みの流通業者と製造業者がまずは解
禁の対象となり､ネット販売を許可する通達を出した｡つまり中国市場にお
いて､実店舗等の拠点を持っている企業は解禁対象である｡

3 )南方建明(2013) 『流通政策と小売業の発展』中央経済社　PP.ll-47､

PP. 225-231｡

4 )向山雅夫(2009) ｢小売国際化の進展と新たな分析視角｣､ ｢小売国際化研究

の新たな課題｣､向山雅夫･雀相鉄(編著) 『小売企業の国際展開』中央経済

社 　PP.19-27､ PP.307-312｡

5 )こうした従来の研究への批判的な評価を踏まえて考察すると､ここでのコ

ンセプトの問題も､特定業態での参入の動機やビッグ･ミドル市場での業態

形成がどのように行われるかについては､これだけの構図では不明なままで
ある｡
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付録1.主要都市出店規制

商業 計画 の有 無 傅Hｼhﾇh枌,ﾉkﾈ作成年 亊iｴｹ.出店に関す る規制 亢ｹx,ﾉ>vRĀĀĀĀĀĀĀĀ

北 冲ﾂ北京市第 售#iD2007年 ｲ地域での出店規制ありo (∋営業面積6000平方米以 上の大型スーパー､倉庫 型会員制小売､ホームセ ンター(増築を含む)の 2環路以内の建設o ĀĀĀĀĀĀ11 期5 剿k 京 市 流 刧A 建 築 面 積 の1 万 平 方 メ 

京 刄J 年 計 画 剪ﾊ 発 展 分 宙ｭiｴｲ- ト ル 以 上 の 大 規 模 小 売 ĀĀ

市 剋 條 叝､ 業 剽゙ 指 導 目 ｒ 業､ 卸 売 業 の 三 環 路 以 内 ĀĀ

発展計画 剔h 凾ﾅの建設､.改修､拡張o ③5万平方メートル以上の 大規模小売業､卸売業の 東､西､北5環路､南四 環路以内での建設､改 修､拡張o 

成 都 市 冲ﾂ成都市商 業ネット ワーク発 展計画 iD･成都市 国民経済 と社会発 展第10 期五年計 画 ･成都市 全体計画 (2003-2 020) ｲ基本的に､大型店舗 (5000平米以上)に対 し､適切な分布を要求す る:半径2-4kmに1店 舗o 区画によって,奨励する 業態は異なる○ ĀĀĀĀĀĀĀ

武 漢 市 冲ﾂ武漢市商 業ネット iD･武漢市 ｲ■店舗数 ･10万平米以上のショッ ピングセンター:4店舗 ･3000平米以上の総合ス ĀĀĀĀĀĀĀ

ワーク発 展計画 剔S体計画 パー:120店舗 ･3000平米以上の家電､ 建材､アパレル､車など の専門店80店舗230 Ā



･コンビニストア､専門 店2000店舗 ･5000平米以上の百貨 店:35店舗 ■店舗分布制限: 大型ショッピングセンタ ー:半径10キロ 総合スーパー:半径2キ ロ スーパー:半径0.5キロ コンビニ:半径100M ■店舗面積5000平方以上 は環境､安全､交通影響 などの影響評価が必要o 

西 安 市 冲ﾂ西安市商 ID･西安市 国民経済 ｲ･中心部は専門店を推進 し､大型スーパーを制限 する〇 ･二環三環などは中型百 ĀĀĀĀĀĀĀ
業 ネ ッ ト 凾ﾆ 社 会 発 刮ﾝ 店､ 専 門 店､ ス ー パ 

ワ ー ク 発 剴W 第10 刪 熙 コ ン ビ ニ､ 外 食､ 娯 

展計画 刳卲ﾜ年計 画 刳y施設を奨励する○大型 ショッピングセンター､ 建材市場などは制限あ る○ 

天 津 市 r天津市商 貿流通業 発展第 11期五 年計画 iD ｲ･2010年大型百貨店20店 舗 ･2010年大型ショッピン グモール3店舗 ･2010年大型スーパー80 店舗 ･2010年コミュニティシ ョップ20.0店舗 ･2010年天津周辺町に小 型日常生活用品3000店 舗,スーパー15店舗 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

落 陽 市 r藩陽市商 業ネット ワーク発 9D ｲ･都市の全体発展計画と 相違のないこと〇 ･市場と小売の分布の最 ĀĀĀĀĀĀĀĀ
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展計画  適化重視､過度集中を避 ける〇 ･ショッピングセンタ ー､総合スーパーは発展 重点50万平方M以上ショ ッピングモール1店舗､6 万平方～20万平方Mのシ ョッピングセンター6店 舗以内､総合スーパー: 20万人に1店舗,全市35 店舗までo ĀĀ

;上 ･海 市 冲ﾂ上海商業 ≡発展第 10期5カ 年商業発 展計画綱 ･領 ID上海市小 売商業. サービス 業のネッ ･トワーク 配置の指 導意見 ｲ渥iｴｲ.ｒ環状線内における大型店 (5000平米規模)出店の 際の公聴会の設置の義務 付け○地域を8つのタイ プ(中心商業地､住宅 地)に分け､それぞれに おける奨励商業と､非奨 励商業を規定o ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

広 ■州 市 冲ﾂ広州市商 業ネット ワーク発 展計画 ID広州市大 型小売商 業ネット ワーク計 画 ｲ渥iｴｲ.ｒ店舗数の総数の制約あ り02012年まで大型店舗 を152店以内に抑制(う ち､大型百貨店は30店以 内､倉庫型会員制小売は8 店舗以内,大型専門店30 店以内､大型総合スーパ ー60店程度､大型ショッ ピングセンター9店以内､ ネイバー型ショッピング モール15店以内)また､ 今後の大型店建設の総数 を地区ごとに割り振って いるo ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

出所:株式会社ヴィクサス(2010/6/23) ｢チャンスをつかめ!中国小売市場-中国

小売市場の現状と中国進出のポイント｣ ､各地方政府のホームページより抜粋｡
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付録2.アンケート用紙

中国小売市場における消費者の

購買行動に関するアンケート調査

一､お客様ご自身のことについてお尋ねします｡選択肢(口)にチェック(′)印を

お付けください｡

1. 性 別: 　 　 　 □ 男 性 　 　 □ 女 性

2. 年 齢: 　 　 　 口10 代 　 　 口20 代 　 　 □30 代

□40代　　口50代　　ロ60代以上

3.結婚可否:　ロ未婚　　口既婚

4. 家 族 構 成: 　 ロ1 人 　 　 口2 人 　 　 ロ3-4 人 　 　 ロ5 人 以 上

5.学歴二　　　　口中卒　　口高卒　　□短大　　　口大卒　　　口大学院卒

6.職業:　　　口公務員　　口会社員　　□主婦　　口自営業　口定年/洗活中

ロ学生　　　口文化/教育/医療/研究員などの専門職

口営業/セールス/保険　　口工場作業員

口その他(詳細

7. 家 族 年 収: 　 □2 万 元 以 下 　 　 　 　 　 □2-5 万 元

口5-10 万 元 　 　 　 　 　 ロ10-15 万 元 　 　 　 ロ15-20 万 元

□20-30万元以上　　口30万元以上

二､お客様の消費スタイルについてお尋ねします｡選択肢(口)にチェック(′)印

をお付けください｡

1.過去3カ月で最もよく利用する小売業態をお教えください(一つお選びください)0

口総合スーパー　　　ロ百貨店　　　　　　　　　ロスーパーマーケット

ロ専門店　　　　　　ロコンビニエンスストア　　ロメンバーズストア

2.お客様が上記に選択した小売企業についての満足度をお尋ねします｡

大 変 悪 い 　 　 　 　 　- 　 　 　 　 ど ち ら と も い え ず 　 　 　 　- 　 　 　 　 　 大 変 よ い

1 　 　 　 　 　 2 　 　 　 　 　 3 　 　 　 　 　 4 　 　 　 　 　 5 　 　 　 　 　 6 　 　 　 　 　 7

3.上記選択した小売企業は2004年以前の小売環境と比べ,利用するのが便利にな

っているのか｡ (WTO完全開放)

大 変 悪 い 　 　 　 　 　- 　 　 　 　 ど ち ら と も い え ず 　 　 　 　- 　 　 　 　 　 大 変 よ い

1 　 　 　 　 　 2 　 　 　 　 　 3 　 　 　 　 　 4 　 　 　 　 　 5 　 　 　 　 　 6 　 　 　 　 　 7
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4.上記選択した小売企業の利用頻度をお教えください｡

□ 週1 回 　 　 　 口 週2 　 回 　 　 　 口 週3 回 　 　 　 口 週4 回 以 上 　 　 □ 毎 日

□2週間1回

5.上記選択した小売企業で買い物する際に,どのぐらいの購買時間が必要なのか｡

口15 分 以 内 　 　 □15-30 分 　 　 □30-45 分 　 　 □45-60 分 　 　 口60 分 以 上

6.上記選択した小売企業はどのような企業なのか｡

口国営小売企業　　□外資系小売企業　　　□地元企業　　　□良く知らない

7.上記選択した小売企業に行く際によく利用する交通手段は何か｡

ロ歩く　　口自転車　　口電車　　ロバス　　ロタクシー　　ロ自家用車

口会社用車　　□小売企業の路線バス　　ロその他(　　　　)

三､お客様が上記に選択した小売企業についてお尋ねします｡

選択肢(数字)にチェック(/)印をお付けください｡

大変悪い ｸ*"やや悪い x+.x,b.*"*h+やや 良い 處x*"大変良い ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1.店舗について    

店 内 の 清 掃 状 況  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

店 内 の 雰 囲 気 ( 装 飾 な ど )  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

店 内 の 明 る さ  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2.買い物環境について    

立 地  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

店 員 の 対 応  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

店 舗 の レ イ ア ウ ト  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

営 業 時 間  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

駐 車 場 の 便 利 性 と 大 き さ  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

レ ジ の 待 ち 時 間  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

店 舗 ポ イ ン ト 利 用 の 便 利 性 2 4 迭6 途ĀĀĀĀĀĀ

ク レ ジ ッ ト カ ー ド の 使 用  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

ワ ン ス ト ッ プ シ ョ ッ ピ ン グ で き る 2 4 迭6 途ĀĀĀĀĀĀ

送 迎 バ ス ( 送 迎 バ ス 有 無/ 時 間) 2 4 迭6 途ĀĀĀĀĀĀ
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3.商品について    

ブ ラ ン ド 商 品 の 品 揃 え  2  4  迭 6 .  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

P B 商 品 の 品 揃 え  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

価 格  2  4  迭 6  途 r Ā Ā Ā Ā Ā

商 品 の 安 全 性 ( 信 頼 性 )  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

生 鮮 食 品 の 鮮 度 ( 生 鮮 食 品 が あ る 場 合) 2 4 迭6 途ĀĀĀĀĀĀ

･ 特 売 商 品  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 商 品 の 在 庫  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

商 品 に 対 す る 返 品. 返 金 の 制 度 2 4 迭6 途ĀĀĀĀĀĀ

輸 入 品 の 扱 い  2  4  迭 6  途 r Ā Ā Ā Ā Ā

商 品 の 品 質 や 味  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

珍 し い ､ こ だ わ り 商 品  2  4  迭 6  途 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

商 品 に 対 す る 店 内 で の 情 報 提 供 2 4 迭6 途ĀĀĀĀĀĀ
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付録3. 2012年中国小売企業ランキング

(売上高単位:億元)

企 業 名  僣 H 8 ﾘ " 店 舗 数  Ā Ā

1 吋ｩ6Hｮﾘ 抱 ⅸ&8ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦1240.00 sRĀĀĀĀĀĀĀĀ

2  儷 9 ﾈ & 9 t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 1 2 2 0 . 5 2  鉄 C r Ā Ā Ā Ā Ā Ā

3  俛 O ﾉ 6 H ｮ ﾙ t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 1 1 7 4 . 8 0  c コ Ā Ā Ā Ā Ā

4  引 i ﾈ 彿 t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 9 4 1 . 0 0  鼎 C # 2 Ā Ā Ā Ā Ā

5 儘ﾉ8ｨhﾙ 冲ﾈﾌﾏh 謦XJﾒ724.70 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

6 X4ｸ7ﾘｸ6rhﾙｨtﾈﾌﾏh 謦580.00 迭ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

7 偬Hﾆ8 ⅸ 員y&2 冲ﾈﾌﾏh 謦544.95 #rĀĀĀĀĀ

8 H8X885hﾙ 馼ｼiYB522.00 鉄#ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

9 伜)8ﾈ ⅸｼh&9tﾈﾌﾏh 謦493.81 鉄#bĀĀĀĀĀ

10 ｨ8ｸ7Hｸ8ｲhﾙ 豫yyﾘtY 駝tﾈﾌﾏh 謦452.74 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

l l  X ⅸ ﾍ ) Z ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 3 7 2 . 7 5  s Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

12 僞 淫I+H 員y&2 冲ﾈﾌﾏh 謦303.03 s3BĀĀĀĀĀĀ

1 3  亰 + H ﾍ ) Z ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 2 7 9 . 3 0  C Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

14 兀ｫ ⅸ&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦268.00 涛ĀĀĀĀĀĀĀĀ

15 儘yﾘ 蕀dXﾘ( 怦ｵｨtﾈﾌﾏh 謦26.4.56 鼎ĀĀĀĀĀĀ

16 iU8ﾕHﾍ(&8ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦262.16 涛CĀĀĀĀĀĀ

17 陷h 泚fｸﾙﾉU8&9tﾈﾌ9D8ﾏh 謦254.16 唐ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1 8  x 6 2 2 4 1 . 8 5  S " Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

19 x 恢&8ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦241.45 鉄ĀĀĀĀĀĀĀĀ

20 丶8ﾗ ⅸｼhﾕHﾍ)tﾈﾌﾏh 謦240.00 鼎CĀĀĀĀ

21 冉ｸｹ 陏IWｸ 鯖U8 旆 員y&2 佻)Zﾈﾌﾏh 謦215.74 ĀĀĀĀĀ

22 凉 闇&8ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦213.97 都3bĀĀĀĀĀĀ

23 i? 淫Hｨﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦203.74 鉄ĀĀĀĀĀĀ

24 X5"hﾙｨtﾈﾌﾏh 謦200.00 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2 5  ｸ 4 ﾈ 9 9 U 9 r 1 9 7 . 2 4  鼎 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

26 兌i_IY(､YﾛﾙJﾙ5xﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦194.91 涛 迭ĀĀĀĀĀĀĀ
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27 ﾉHX 揄U8 旙&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦190.66 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

28 仞 俛ﾝｸ ⅹfh&2hﾙ 冲ﾈﾌﾏh 謦186.69 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

29 伜)8ﾈ 徂 徂ｧ 偖y&9tﾈﾌﾏh 謦18L1.88 鉄 迭ĀĀĀ

3 0  h 耳 + H t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 1 8 0 . 0 0  b Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

3 1  竸 ^ ﾘ ( & 8 ﾏ h 謦 1 7 9 . 0 g  ヲ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

32 6x8ﾘﾋｸﾗx 齪 暮tﾈﾌﾏh 謦179.00 田BĀĀĀĀĀ

33 冉ｸｹ 饂 碓ﾈ ⅸｼh&8ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦17334 鉄3ĀĀĀĀĀ

34 ｴｨｴｨ ⅸ&9tﾈﾌﾏh 謦172.42 ScBĀĀĀĀĀĀĀĀ

35 俘yNﾉU8 无Y&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦169.OLO ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

3 6 .  ﾘ 6 ( 6 X 7 ﾘ ｸ 6 r 1 6 3 . 1 8  涛 停 Ā Ā Ā Ā

37 仞)yU8 旆 員y&2 冲ﾈﾌﾏh 謦163.08. ĀĀĀĀĀĀ

38 ｸ5h8892hﾙｨtﾈﾌﾏh 謦163.0.5 鉄BĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

39 i(､YU8 无(hﾙtﾈﾌﾏh 謦160.00 ĀĀĀĀĀĀĀ

40 ﾉﾈｧ 刋ﾛﾘ ⅸｼh&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦151.10 3ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

41 冉ｸｹ 陜ﾉﾘﾘx5ｸ7 自& 凭tﾈﾌﾏh 謦145.00 3ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

42 冉ｸｹ 韵 ⅸ&8ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦143.74 rĀĀĀĀĀĀĀ

43 伜)8ﾉ>Yehｪy&8ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦131.86 鼎 湯ĀĀĀĀĀĀ

44 冤 霈hﾙﾝｸﾕHﾍ)tﾈﾌﾏh 謦129.49 ĀĀĀĀĀ

45 h 揄78ｮIZ 慰ﾈｨﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦128..67 #BĀĀĀĀĀĀĀ

46 冉ｸｹ 雹 霍{( ⅸｼh&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦128.09 CĀĀĀĀĀĀĀĀ

47 冉ｸｹ 鞏 育8ﾏｹU8 旙ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦127.00 RĀĀĀĀĀ

48 處 僖ｨｻｹ{)X 彿.ｸ ⅸｼh&2125.18 ĀĀĀĀĀĀ

49 兀ｫh ⅸｼh&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦125.ll 鼎ĀĀĀĀĀĀĀ

5 0  y d 刋 扞 t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 1 2 4 . 9 . 3 .  鉄 r Ā Ā Ā Ā Ā

5 1  $ ( 遞 & 2 1 2 2 . 0 0  C B Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

52 儘ﾈｿﾉ)j)ﾉwV 傅I5 液ﾈﾌﾏh 謦120.00 SĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

53 俔ﾙ& 鞁ﾝｸﾕHﾍ(&9tﾈﾌﾏh 謦115.35 鼎RĀĀĀĀĀĀĀĀ

5 4  冓 ﾉ $ ) U 8 无 t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 1 1 1 . 7 g  鉄 r Ā Ā Ā

55 hﾙ 餤ﾘ 荵ﾈﾌﾏh 謦110.17 ンĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

56 儘ﾈﾔﾉU8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦105.70 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

237

1ヽノ

.＼ーノ



57 伜)8ﾉiy&9tﾈﾌﾏh 謦10.5.32 田SRĀĀĀĀĀĀ

58 冉ｸｹ 陜ﾙ,ｨ ⅹfhﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦101.25 CCĀĀĀĀĀĀĀ

59 8､9D 徂5 握yyﾙtﾈﾌﾏh 謦98.23 ss"ĀĀĀĀĀĀĀ

60 ﾘ4ｸ6 ｉ(hﾙ 冲ﾈﾌﾏh 謦90.00 SĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

60 冉ｸｹ 隗 佩ｩ(ｴｩYﾙOYﾛﾙtﾈﾌﾏh 謦90.00 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

6 2  8 4 2 8 0 . 8 3  b Ā Ā Ā Ā Ā

63 hﾙ 駮ｸ 荵h 謦 移 冖ﾘﾔHｷ]iy ｒ80.00 3ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

6 4  亰 h 徂 ｸ 7 6 . 3 4  免 ﾂ Ā Ā Ā

6 5  8 6 x ｸ 8 ｸ 4 ｩ ; h ﾙ 7 4 . 8 7  2 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

66 侘ﾉthｶ(FyxXﾕHﾍ(ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦74.41 唐ĀĀĀĀĀĀ

67 ﾉ78ﾖxｯ 延ﾛﾘﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦72.82 33bĀĀĀĀĀĀĀ

68 ﾈｹh 匣 ⅸｨﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦68.00 唐ĀĀĀĀĀĀĀ

69. hﾙ5iU8 旙&9tﾈﾌﾏh 謦63.41 bĀĀĀĀĀĀĀĀ

70 俐ﾈ 揄ﾈ ⅸﾆ8&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦61.13 bĀĀĀĀĀĀĀĀ

71 倅ﾘｮIZXﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦56.00 CbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

72 冉ｸｹ 儖yXﾆ8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦55.57 澱ĀĀĀĀĀĀ

7 3  ﾉ 5 x & 8 ﾕ H ﾍ ) t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 5 2 . 8 0  釘 Ā Ā Ā Ā Ā

74 冢ｸﾅ8wｨﾏYU8 旙&9ﾘﾏh 謦52.12 2ĀĀĀĀĀĀĀ

75 xﾛｩ/hﾕHﾍ(ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦51.00 田ĀĀĀĀĀĀ

76 儘ﾉ8ﾈ 毎5ｸ7ｹtﾈﾌﾏh 謦49.19 都2ĀĀĀĀĀĀĀ

77 儘ﾈthｶ(&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦49.12 澱ĀĀĀĀĀĀ

7g 儿ﾉwｨ 揄ﾈ&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦48.23 都FrĀĀĀĀĀĀ

79 伜)8ﾉ9Y8 ⅸｼh&9tﾈﾌ9D8ﾏh 謦46.45 sĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

80 冉ｸｹ 韈8ｶﾙx ⅸｼiXﾆ246.19 BĀĀĀĀĀĀĀĀ

81 伜)ﾉOﾉ<ﾔIﾛﾘ5ｸ7 自& 凭tﾈﾌﾏh 謦45.54 都bĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

82 侘ﾈﾆ)U8 无tﾈﾌ9D8ﾏh 謦44.51 3ĀĀĀĀĀĀĀ

83 )8x 査ｷ&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦43.56 湯ĀĀĀĀĀĀĀ

g4 ﾙu8 旙&9tﾈﾌﾏh 謦42.00 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

85 儘ﾉ8ﾉX}ﾛﾙo)5 液ﾈﾌﾏh 謦41.80 #ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

86 hﾕﾙﾉgｸ5ｸ7ｹtﾈﾌﾏh 謦41.52 SĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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8 7  儷 8 5 ｸ 7 ｲ h ﾙ ｾ b 4 0 . 7 7  鉄 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

88 冉ｸｹｸ7ｹJﾙﾛﾘﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦40.32 3ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

89 刔iU9Yo)eｹﾛﾙtﾈﾌﾏh 謦40.26 田SĀĀĀĀĀĀĀ

9 0  ｩ ) ｨ & 8 ﾍ ) ~ t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 3 8 . 2 9  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

91 ｹ¥ｨ､8 唔8o)tﾈﾌﾏh 謦36.96 ャ2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

92 )8yy 姐x 員y&8ﾍ)~tﾈﾌﾏh 謦36.62 鼎#ĀĀĀĀĀĀĀ

93 俶ﾉﾈﾍﾘﾆ( ⅸｼitﾈﾌ9D8ﾏh 謦36.12 #2ĀĀĀĀĀĀĀĀ

94 偖ﾈhﾘxﾞﾈ5ｸ7ｹtﾈﾌﾏh 謦3.6.ll frĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

9 5  ､ ﾉ Z 越 ﾈ ﾍ ( 嫌 t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 3 5 . 6 0  S Ā Ā Ā Ā Ā Ā

9.5 偬Hﾆ9[ﾙo)eｹﾛﾙtﾈﾌ9D8ﾏh 謦35.60 cĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

97 hﾙ8;&2 定ﾍ)Zﾈﾌﾏh 謦33.04 涛ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

98 俔ﾙhﾘxﾞﾈﾘｷ{)ﾛﾘ5ｸ7ｹtﾈﾌﾏh 謦33.01 "ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

99 8(98588ｹj ⅸｩtﾈﾌ9D8ﾏh 謦33.0.0 釘ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1 0 0  冰 兀 x & 9 t ﾈ ﾌ ﾏ h 謦 3 2 . 9 . 5  C 2 Ā Ā Ā Ā Ā

上 位 1 0 0 社 合 計  8 6 6 4 . 7 9  涛 3 塔 2 Ā Ā

出所:中国チェーン経営協会(2013/4/17) ｢2012年中国チェーンストア(売上高ベー

ス)上位100社ランキング｣　中国チェーン経営協会サイト｡
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謝 　 　 辞

博士論文を執筆するにあたっては､多くの方々にご指導ならびにご支援をし

て頂き､大変感謝いたしますo　この場を借りて感謝の意を申し上げますo

まず､修士課程から6間に渡り､私を指導して下さった田口冬樹教授に深く

感謝を申し上げます｡先生には常日頃から学問はもとより､多岐に渡って大変

暖かいご指導･ご鞭極を賜りました｡田口先生の常に適切なアドバイスのお陰

で､何回も挫折しそうになる私の研究生活が救われました｡常に10年先の自

分､ 10年先の研究生活を想像しながら行動することの大切さを田口先生から

教わってきました｡先生から教わった知識､人生観､価値観を一生の宝物にし

たいと存じます｡ここに改めて心より深く感謝を申し上げます｡

また､修士時代から経営学に関する知識が浅かった私に,マーケテイング､

広告､消費者行動論など様々な知識を教えて下さった石崎徹教授に御礼を申し

上げます｡国際経営に関する基礎概念や歴史的知識はもちろん,最新の研究動

向にいたる幅広い知見を御教示くださった笠原伸一郎教授に御礼申し上げま

すoそして､本研究を行うにあたって,基礎となる消費者行動論や定量分析な

どの知識を詳しくご丁寧に教えて下さった金成沫教授に厚く御礼を申し上げ

ます｡また､いつも私を見守って下さり､ご指導を頂いた専修大学大学院･経

営学研究科長である贋石忠司教授にも深く感謝しております｡さらに大学院の

授業を通して､また研究調査活動を通してご指導くださった､寮だ錫教授､田

中稔教授､宇佐美嘉弘准教授､橋田洋一郎准教授､酪農学園大学･環境システ

ム学部の加藤敏文教授,大阪商業大学･商学科の中嶋嘉孝准教授に厚く御礼を

申し上げます｡

そして､本研究のためにヒアリング調査に応じてくださいました｢三菱WJ
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リサーチ&コンサルティング株式会社　恩田達紀氏｣､ ｢ラオックス株式会社

羅恰文民｣､ ｢ラオックス中国･上海四川北路店　何海峰氏｣､ ｢イオン華南商業

有限公司　八田将行氏｣､ ｢イオンリテール株式会社服部春樹氏｣､ ｢イオン北

京国際商城贋橋義徳氏｣､ ｢株式会社平和堂　古川幸一氏｣､ ｢上海日清食品有

限公司　福岡聖氏｣､ ｢上海日清食品有限公司　小野博史氏｣､ ｢ヤマト(中国)

運輸有限公司　西川龍慶氏｣､｢ヤマト(中国)運輸有限公司　山本真志氏｣､｢ヤ

マト運輸株式会社　小泉輝政氏｣､ ｢カルフール･チャイナ　冷恰住民｣､ ｢ウォ

ルマート･チャイナ　郭治国氏｣に御礼を申し上げます｡ご多忙の中､貴重な

時間をインタビュー調査のために割いて下さり､様々の事柄を教えて頂き､本

研究において､非常に有意義な事例研究を行うことができました｡この場を借

りて,深く御礼申し上げます｡

本研究は多くの方々のご支援があったからこそ書き上げることができまし

た｡ここに重ねて御礼申し上げます｡

最後に､修士課程から博士課程に至り､ 6年間授業時間以外であっても､ご

指導を賜った経営学研究科の多くの諸先生方に､深く感謝いたします｡田口研

究室博士課程の尾野輝男氏､修士課程の醇暁帆氏､干潔氏にも厚く感謝の意を

申し上げます｡また､いつも強力を惜しまず筆者を支え応援してくださった両

親､多くの友人にも感謝いたします｡
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